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の時代背景を整理する。4 章は，1 節で本稿独自の視点で 3 区分した時代区分ごと，2 節
では後述する記事の分類コードに従い「社会」，「その他」，「広告」としてくくられる内容
と皇太子成婚時分の報道について，われわれが特徴的であると選択した 74 本の記事を概








































































井（2017）で視た時代の続き，すなわち大正時代（1912 年 7 月末）から 1959（昭和 34）年







































から昭和 34 年末までに発行の『読売新聞』であるが，具体的には 1912（大正元）年 7 月
30 日発行号から，皇太子ご成婚，いわゆるミッチー・ブームに沸いた昭和 34 年 12 月 31
日発行号までである。その間の記事は約 173 万 3 千本，広告は約 76 万 5 千稿あり，上述





調査期間 大正時代および昭和 34 年末まで
調査対象紙 1912（大正元）年 7 月 30 日～1959（昭和 34）年 12 月 31 日発行号





対象記事数 17,145 本（記事：12,713 本，広告：4,432 稿）
（5） 本稿ではブライダルに関する新聞報道を，ここに述べた通り現象学的還元の方法を意識して観ることにとど
め，本質直観にまでは踏み込まない。われわれは，いずれ時宜を観て今回取り扱う 1959 年以降の，すなわ













社会 海外 皇室 その他 広告 小計
大衆文化・社会成立過程の時代
1912 年 （大正元） 7 6 0 10 2 25
※ 7 月 30 日以降
1913 年 （大正 2） 37 13 3 60 1 114
1914 年 （大正 3） 114 18 11 122 1 266
1915 年 （大正 4） 167 13 51 134 4 369
1916 年 （大正 5） 360 10 3 139 8 520
1917 年 （大正 6） 260 7 9 91 5 372
1918 年 （大正 7） 121 2 18 79 5 225
1919 年 （大正 8） 165 8 24 92 13 302
1920 年 （大正 9） 151 44 29 122 17 363
1921 年 （大正 10） 130 14 17 67 31 259
1922 年 （大正 11） 111 19 50 90 26 296
1923 年 （大正 12） 84 16 56 119 23 298
1924 年 （大正 13） 96 14 203 190 34 537
1925 年 （大正 14） 117 9 16 131 15 288
1926 年 （大正 15） 91 6 13 194 31 335
小計 2,011 199 503 1,640 216 4,569
（シェア） 44.0% 4.4% 11.0% 35.9% 4.7%
年平均掲載 139 14 35 114 15 317
政党政治から軍部の台頭と戦争の時代
1927 年 （昭和 2） 41 12 0 87 31 171
1928 年 （昭和 3） 49 7 47 88 18 209
1929 年 （昭和 4） 77 8 14 66 27 192
1930 年 （昭和 5） 27 10 31 109 51 228
1931 年 （昭和 6） 56 15 2 133 32 238
1932 年 （昭和 7） 80 21 0 160 31 292
1933 年 （昭和 8） 95 26 8 339 72 540
1934 年 （昭和 9） 69 18 11 170 89 357
1935 年 （昭和 10） 120 18 6 206 136 486
1936 年 （昭和 11） 107 79 0 255 199 640
1937 年 （昭和 12） 93 49 3 166 220 531
1938 年 （昭和 13） 63 42 5 108 240 458
1939 年 （昭和 14） 88 51 5 118 236 498
1940 年 （昭和 15） 50 17 1 74 194 336
1941 年 （昭和 16） 65 13 42 73 110 303
1942 年 （昭和 17） 27 7 0 34 61 129
1943 年 （昭和 18） 57 12 44 43 96 252
1944 年 （昭和 19） 0 9 1 13 41 64
1945 年 （昭和 20） 11 4 2 1 9 27
小計 1,175 418 222 2,243 1,893 5,951
（シェア） 19.7% 7.0% 3.7% 37.7% 31.8%
年平均掲載 62 22 12 118 100 385
『近代化』新しい国造りの時代
1946 年 （昭和 21） 16 0 0 20 58 94
1947 年 （昭和 22） 15 19 3 58 94 189
1948 年 （昭和 23） 17 6 0 45 79 147
1949 年 （昭和 24） 53 9 2 69 54 187
1950 年 （昭和 25） 181 17 30 134 87 449
1951 年 （昭和 26） 163 16 5 103 141 428
1952 年 （昭和 27） 168 26 13 132 133 472
1953 年 （昭和 28） 157 45 4 154 168 528
1954 年 （昭和 29） 145 36 1 149 180 511
1955 年 （昭和 30） 118 33 0 126 181 458
1956 年 （昭和 31） 177 35 11 197 190 610
1957 年 （昭和 32） 170 38 0 152 198 558
1958 年 （昭和 33） 151 30 45 176 307 709
1959 年 （昭和 34） 225 24 210 373 453 1,285
小計 1,756 334 324 1,888 2,323 6,625
（シェア） 26.5% 5.0% 4.9% 28.5% 35.1%
年平均掲載 125 24 23 135 166 473
合計 4,942 951 1,049 5,771 4,432 17,145
（シェア） 28.8% 5.5% 6.1% 33.7% 25.9%
年平均掲載 109 20 23 122 94 392
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（10） 本稿が記す戦前・戦中，戦後の「戦」は，1941（昭和 16）年 12 月 8 日の真珠湾攻撃，日本の米英への宣戦
布告に始まり，1945（昭和 20）年 9 月 2 日の降伏文書調印によって終結した太平洋戦争を主に指しているが，
この戦いは 1931（昭和 6）年の満州事変に始まる日中間の戦争の発展であり，同事変も重要な一部を構成す
ると考えている。




（12） 例えば，伊藤によれば，日露戦後に始まり，都市部は 1923（大正 12）年の関東大震災を経験し意識が保守
化した時まで，他方農村部は日本農民組合が内部で路線対立し分裂した 1927・8（昭和 2・3）年までと規定し，
「大正デモクラシーの残英は，1931 年 9 月の満州事変の勃発を経て，32 年 5 月の犬養毅内閣の倒壊―政党
政治の崩壊―まで残った」（伊藤，1992：61）となる。また，成田龍一は著書『大正デモクラシー』（2007）で，















1921（大正元）年 7 月 30 日から 1926（大正 15／昭和元）年 12 月 25 日までを文字通り大
正時代と規定する。しかし，これまで考察したように，「大正」時代の歴史記述は一般的
な用法での王朝交代的な時代区分と直結させる訳にはいかない。すなわち大正時代を，明





　大正時代に続く昭和時代はおよそ 63 年半続いた。昭和時代の 63 年間という時間が長い
か短いか，それは捉え方によって異なる感覚的尺度となるが，昭和に先立つ大正時代が
14 年 5 か月，また後続の平成時代の 30 年 3 か月という事実に照らし，それらを比較する
と 4 倍ないし 2 倍の期間（時間）続いた時代となる。この昭和時代のうち，本稿の研究対
象期間は 1926（大正 15/ 昭和元）年 12 月 26 日～1959（昭和 34）年末までの 33 年間とし















を避け，いわゆる終戦記念日である 1945（昭和 20）年 8 月 15 日を区分にせず，その年の年末で線を引いて
考察した。
―8―


















　3 区分目は，1946（昭和 21）年初から 1959（昭和 34）年までの 14 年間となる。1945（昭











国の占領は，1951（昭和 26）年のサンフランシスコ講和条約調印を経て，翌年 4 月の発












1958（昭和 33）年 11 月の昭仁親王（当時皇太子）妃決定の発表である。アイボリーのド
レスに白いヘアバンドで婚約発表の記者会見に臨んだ 24 歳の正田美智子の，皇太子の印
象を「とてもご誠実で，ご立派で」と語ったフレーズと，清楚で知的な雰囲気に，たちま













































































の記事中の 44％が「社会」，36% を「その他」が占め，この 2 つで 80% となる集中状態
がある。「社会」および「その他」記事は，1914（大正 3）年に年間掲載数が 100 本を超
えるが，これは 4 月 3 日にわが国初の女性向け紙面「よみうり婦人付録」（16）が始まり，そ
こにブライダル関連記事が多く載ったことが影響している。「婦人付録」の誕生には，フ
ランスの「フィガロ紙」の婦人欄を参考にしたと言われ，新たな購読者の獲得を狙ったと

























　「皇室」の記事が多いのは，1915（大正 4）年の 51 本と，1922（大正 11）-1924（大正
13）年の 3 か年の 50，56，203 本である。1915 年が多いのは，賀陽宮由紀子女王（1915
年結婚），秦宮聡子内親王（1915 年結婚），伏見宮恭子女王（1918 年結婚）など，皇室女
子の結婚が集中したためである。他方，後の 1922-1924 年の 3 か年は，当時摂政宮であっ
た昭和天皇の結婚に関わる記事の増加である。1918（大正 7）年 1 月に久邇宮邦彦王の第
一王女子・良子女王が皇太子妃に内定した後，摂政宮が成年となるのを待って 1922 年に
大正天皇の勅許が下りたため翌 1923 年結婚する予定であった。しかし，関東大震災のた




告」が 1,893 稿で，それぞれ全体の 38％，32% を占める。1933（昭和 8）年の「その他」
記事が，前年（1932 年）の 2 倍以上の 339 本に増えているが，その要因は人気作家・菊











1936（昭和 11）年 79 本，1939（昭和 14）年 51 本が多い。前者は，在位日数がわずか
325 日で退位したイギリス王エドワード 8 世の「王冠を賭けた恋」（18），後者はイラン皇太
子の成婚発表とそれに伴う「そよかぜ号」の奉祝飛行に関する記事が増加の要因である。
エドワード 8 世は，既婚女性シンプソンを離婚させたうえで王太子妃として迎えようとし
（17） 1926（大正 15）にも，岡田三郎の『彼女の貞操』が掲載され，その年の「その他」記事は 194 本を数えた。

































する。なお，取り挙げた 74 本（稿）は図表 3 に一覧としてまとめている。
図表 3　主要ブライダル記事見出しおよび広告一覧
発行年月日 元号 見出し 分類
1912.12.10 T1 ［広告］人類と結婚の歴史／博文館 広告
1913.10.08 T2 黒田男爵結婚式 社会
1915.11.28 T4 ［婦人付録］憂慮すべき晩婚／内閣統計官・二階堂保則 社会
1916.10.17 T5 ［婦人付録］早婚よりも晩婚／羽仁もと子 社会
1916.11.23 T5 ［広告］男女結婚要訣／三育社 広告
1918.09.24 T7 ［婦人付録］婚礼着　昨年の三割高　式服と略服 社会
1920.01.22 T9 オランダ式の結婚法で早婚すれば害が無い／府立第一高等女学校長・市川源三 社会
1920.03.18 T9 ［広告］結婚物語号／婦女界社 広告
1920.06.04 T9 ［婦人欄］今年は婚姻数が二割の増加　夏は略式で料金が安い 社会
―13―
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1920.07.21 T9 築地本願寺の太子堂を結婚式場に開放 宗教＊
1920.11.04 T9 明治神宮でもやがて神前結婚を　五月一日にも例祭を行う 宗教＊
1920.11.13 T9 増上寺最初の仏式結婚 宗教＊
1923.02.27 T12 竣成した神田神社社務所＝写真 宗教＊
1923.03.02 T12 代表的江戸娘の嫁入り 社会
1923.04.12 T12 ［広告］近代の結婚五月号／近代の結婚社 広告
1924.02.13 T13 お婚礼の型を示して　永島式婚礼会が創立十五年祭 社会
1924.11.01 T13 乃木式結婚流行　乃木神社の神前で／東京 社会
1924.12.20 T13 晩婚ばやり　大阪でも神前結婚流行 社会
1925.04.03 T14 築地別院でも仏式結婚　竣工した新館 宗教＊
1926.03.10 T15 山王様でも神前結婚　日比谷なみにいよいよ始める 宗教＊
1926.10.10 T15 女学校で結婚式　麹町高女で既に実行してる 教育＊
1931.09.16 S6 結婚衣装を通して見るせち辛い世相！　見栄はなくなった 社会
1935.02.04 S10 絢爛の新婚列車　ゆうべの競艶風景 社会
1936.12.13 S11 山本男爵令息の春　簡素に披露の茶会ひらく／東京会館 社会
1939.01.14 S14 生めよ殖やせ　さア結婚に奨励金時代　“家族手当”の法案も 社会
1939.11.03 S14 高砂やアも戦時調　〆めて 110 円也　式場は 60 人列席の賑やかさ 社会
1941.03.01 S16 無地になる花嫁衣裳　ムダ追放，興亜型の新生活様式 社会
1941.07.01 S16 結婚に見栄は不用　厚生省が“標準費用”作成 社会
1943.01.16 S18 結婚も勝ち抜くため　季節に捉われずに　仲人さんは町会や隣組から 社会
1943.06.19 S18 見合は青空の下で　“結びの神”も健民進軍へ一役 社会
1945.05.25 S20 ［広告］三越結婚式場／日本橋三越 広告
1945.09.20 S20 ［広告］三越結婚式場／三越 広告
1945.10.16 S20 ［広告］御婚礼式服貸衣裳／伊勢丹 広告
1947.10.17 S22 ［広告］明治神宮の結婚式場　明治記念館／三愛 広告
1948.04.19 S23 浮かれ出た日曜　“結婚の門”に群がる男女 3000 社会
1948.10.24 S23 結婚シーズン・花嫁花婿ラッシュ　新式場続々生る　男 30 女 23 年齢も戦前なみ 社会
1948.11.03 S23 男 500 対女 10　見合大会あわてる 社会
1950.09.03 S25 “結婚の秋”ひらく 社会
1950.10.04 S25 結婚ラッシュ　きのう数百組　ことしの特徴　花嫁さんが挙式万端 社会
1951.10.17 S26 “空の旅”前景気は上々　25 日に 1 番機　あすから航空切符発売／日航 サービス＊
1952.11.10 S27 皇太子の明日に望む　“闊達”な人間天皇勉強　お妃にはぜひ美人を　座談会 皇室
1953.06.10 S28 大繁昌の東京・新宿生活館　結婚相談月 700 ～ 800 人 社会保障＊
1953.06.12 S28 ［広告］菖蒲満開　御婚礼・御宴会／日本閣 広告
1954.01.01 S29 東宮妃　今年中に選考委　内定までに 2 年　大学卒業とともにご婚約か 皇室
1956.01.26 S31 ［第 180 回紙上討論］皇太子妃の選考に望む　“一青年”の立場を考え 皇室
1957.01.21 S32 皇太子妃問題で質問　参院内閣委で 皇室
1958.11.26 S33 あす皇太子妃きまる　午前 10 時に皇室会議 皇室
1958.11.26 S33 御成婚恩赦を検討　法務省，小規模の方針 司法＊
1958.11.27 S33 明るく清らかなロマンス　思い秘め 2 年越し　皇太子からプロポーズ／皇太子婚約 皇室
1959.01.05 S34 59 年の 2 大ブーム　結婚ブーム　テレビ時代 社会
1959.02.01 S34 ［広告］御成婚慶祝／大和銀行 広告
1959.02.19 S34 ［広告］御成婚記念　奉祝定期／三和銀行 広告
1959.02.20 S34 図案でき上る　皇太子ご結婚記念切手 情報＊
1959.02.24 S34 ［広告］新婚旅行は 2 割引の空の旅で／全日本空輸 広告
1959.03.01 S34 新婚旅行に準急こだま　ご成婚の日から 3 日間　熱海，伊東へ予備車を出す計画 皇室
1959.03.01 S34 ［広告］慶祝定期預金／富士銀行 広告
1959.03.02 S34 ご成婚日，公務員は有給休暇 政治＊
1959.03.10 S34 新婚列車は「ちよだ号」　来月 10，12 日に東京・伊東間 サービス＊
1959.03.13 S34 ［広告］祝御成婚　オール寝具大特売／キンカ堂 広告
1959.04.01 S34 ［結婚］＝ 1　38 秒間に 1 組　2 度迎えたブーム（連載） 社会
1959.04.03 S34 ［広告］皇太子殿下御成婚　慶祝預金／三井銀行 広告
1959.04.04 S34 恩赦の大綱きまる　個別特赦など 4 種　10 日を基準　選挙違反も含む 司法＊
1959.04.04 S34 ［広告］皇太子ご成婚　ご婚礼は目黒雅叙園 広告
1959.04.06 S34 ［広告］皇太子ご結婚慶祝　テレビはナショナル／松下電器産業 広告
1959.04.09 S34 ［広告］皇太子殿下御成婚奉祝セール　ヤマザキパン／山崎製パン 広告
1959.04.11 S34 ［広告］奉祝皇太子御成婚　丸井 10 か月払い 広告
1959.04.13 S34 ［ほがらか天国］結婚ブーム 社会
1959.05.05 S34 6 月から“新婚周遊券”　国鉄，東北・南近畿の 2 種も サービス＊
1959.10.05 S34 ［いずみ］日曜と大安が重なって結婚式場も東京駅も大混雑 社会
1959.10.06 S34 ［広告］ハネムーン 2 割引／日本航空 広告
分類に＊が付く記事は，本稿で「その他」に区分されている。
―14―
千葉商大論叢　第 57 巻　第 3号（2020 年 3 月）
（1）「社会」に関わる記事

























































　「その他」に分類された記事は図表 2 の通り全期間で 5,771 本あり，シェアは 34％，年
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2 年を経た同館の発表した活動内容を詳報する。同館は広く東京都民の生活を支援するた
め，各種法律相談や結婚，育児に関するサービスを展開したが，そのうちで利用が最も多























る焼失を経て 1679 年に現在地にて再建された。明治神宮は，1920（大正 9）年 11 月に，明治天皇（1912 年




















（秋）の御婚礼衣装／○○」として繰り返し出稿していた。1945（昭和 20）年 8 月の終
戦直前直後のブライダル広告は 5 月 25 日と 9 月 20 日の三越結婚式場であった（図表 4）






造りの時代」では，上野精養軒と，1947（昭和 22）年 11 月 3 日の “明治節” に開館した













あろうか。結婚が決まったのは婚礼前年の 1958 年 11 月であった。図表 2 から婚礼前の各
区分記事本数を見ると，1958 年は「皇室」が 45 本，「その他」は 176 本，「広告」が 307
（23） 今井（2017）で調べた明治時代の年間平均広告出稿がわずか 5 稿であるのに対して，太平洋戦争中も含む本
稿の分析対象全期間平均は 94 稿 / 年に急増した。少し詳しく図表 2 を観察して分かるように，大正時代の
前半は年平均数本であったが，後半には 2 ケタ台となり，続く昭和では分析期間のおよそ半分の 16 年間は
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議など，幾度となく取り上げられた。そして 1958（昭和 33）年師走を迎える直前の 11 月
下旬に「あす皇太子妃きまる」（1958.11.26）と，その翌日の「明るく清らかなロマンス　
思い秘め 2 年越し　皇太子からプロポーズ」（同 11.27）など，皇太子成婚に伴う “国民的
祝祭” 報道がはじまった。
　他方，「社会」に区別される関連記事は，婚約発表の翌年初の「59 年の 2 大ブーム　結




行の「図案でき上る」（1959.2.20）や，婚礼日の 4 月 10 日に関して「ご成婚日，公務員は
有給休暇」（同 3.2），あやかり婚対策として「新婚列車『ちよだ号』来月 10，12 日に東京・





　1959 年の出稿数が 400 を超えた「広告」でも，成婚を祝うムード一色であったといっ
てよい。皇太子の成婚を祝う「御成婚慶祝」をうたった広告の初めは，1959（昭和 34）
年 2 月 1 日の大和銀行の広告である。同行は 5 日後に「御成婚慶祝定期預金・信託預金」




ル　ヤマザキパン」（同 4.9），「奉祝皇太子御成婚　丸井 10 か月払い」（同 4.11）などの“成
婚セール” の出稿が多くあった。また，結婚ブームを見越しての販促策としては，「新婚
旅行に準急こだま　ご成婚の日から 3 日間　熱海，伊東へ予備車を出す計画」（同 3.1）の
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6．結言
　本稿は，2 章で説明した方針にしたがい，大正時代から 1959 年末までの 47 年間の新聞
記事約 173 万 3 千本，広告は約 76 万 5 千稿の中から，ブライダルに関連する記事と広告




1959（昭和 34）までの 50 年近くのブライダル記事を追いかけた。われわれは，残る昭和
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ら 1959（昭和 34）までの 50 年近くのブライダル記事を追いかけた。その結果，分析期間
中の変化が顕著であったのが「広告」であることを突き止めた。そして，そうした事実を















































































ASOBAT 公表の背景にあるとされる（高松 2000,40）。筆者は，意思決定志向への変化の要因には，1960 年
代に高度な情報処理能力を備えた計算機が普及し始めたことに加えて，経営学における意思決定論の隆盛の
影響があるとみている。
（3） なお，会計目的を意思決定有用性に求める考え方の起源は 1920 年代に遡ることができるという指摘（椛田
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（2） Dretske,F.,1988.以上は，以下のデイヴィドソンによる自然化路線の向きから SOL 化に踏み出していたと
見做す。D.デイヴィッドソン／服部裕幸・柴田正良訳，1990（1980）。









び（ひ）」という生む（発生）力はでてこない。「A よりも B（非なる別 A か反 A）である」
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（16） 金子洋之，2006 年，xiii～xvi 頁。以上では SOL を排除する直観主義論理の公理系をいう。やはりどうも鮮
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に見えてくる「射映（「脳科学的なミラー）／コンティンジェンシ （ー第 2 節の図 6-4）」以後において，偏差・
冗長性の縮小に自己訂正の余地がないは通常だからである。以下に基づく。河本英夫，2000 年。竹田青嗣，
2001 年。
（32） 澤口俊之，2004 年，822～824 頁。以下では，より組織論的な言及がある。Lewis,2003,pp.587-604.
（33） 山岸俊男，2002 年，165～209 頁。以上では，色んな心の道具箱の中で錆びつく心があるといい，非 AI アプ
ローチ・モデルを提示した。
（34） 行為と構造の階層性における相対性に時間軸を導入するのだが，今は先を急ぎ別機会に詳論する。








































（38） Juarrero,A.,2002,pp.131-150.以上でいう FOL/SOL な文脈的制約はインターフェース条件にかかわり，後
稿に影響する。
―52―
























③王様と奴隷の関係で言われてきた FOL 的反転に SOL 的関係が加味された上で，
上記②の区分自体の齟齬上にある「雇用―被雇用労働」の双方について身体予算（40）
の超過縮減をいう制度改革に対しよりプロアクティブな労働契約。そして④「強い










（39） G.H. ミード／船津衛・徳川直人編訳，1991 年（1913，1922，1924～25）年。1～14 頁。
（40） Barrett,F.L.,2018，pp.56-83.
（41） 浅田彰，1985 年。なお以下は，べイトソン，ラカン，マトゥラーナに言及がある。斎藤環，2001 年。
（42） G.ベイトソン／佐藤良明訳，2000 年。「学習 0～Ⅳ」をいう学習 5 段階説である。これに対し DC／CC を思
































（43） 認識論を排去しえないと譲歩すればカテゴリとはいっても「図式 2―カテゴリ 2」であり，つぎの諸カテゴ
リ仮説もカント（認識論）かアリストテレス（存在論）かの狭間にある。①パースの 3 カテゴリ説，②アー




（44） Dawkins,R.,1982,pp.179-194.以上は，適応度の 5 概念（⊃包括適応度）に言及した。











層化区分」自体の SOL 化もある批判実在論的な包披論を経たところの CC（充なる
自己の一貫性から空なる自己の一貫性へと，C1 における対称性でも C2 における対
称性でもなく C1 と C2 の対称性を破ること）が必要である。
　というのは，不毛の上塗りも甚だしい対話では，「ユニバーサリズム→ディレンマ→ 2





したうちの C1 者か C2 者の知）が出揃っても，「相対（絶対）主義こそが自らを絶対（相対）
化しているので相対（絶対）化される」という論法を含む件（第 2 節でいう図 6-4）への







































―原因（Cause）」2／「理論―実践」2 の限界状況の中で行う CC 者の「整合（合理）2―不整
合（非合理）2」といえる意思決定にかかわるから，生物進化ゲーム論が 7 変項に浸透した
ESS（進化安定戦略）や ALT 共生に対し，発生論的共生（非 ALT 共生）をどう考え進め
るかが HI の CC 的志向性の試金石ともなるので，第 2 節に跨っていく。これが，「苦あれ
ば楽あり 3.0」に値するかどうかは読者判断に委ねるが，相互に未熟達だと言い合う既述
の感染者には嫌悪感を抱くだけなドグマティストもいるだろう。しかしながら，マーケティ
ングを含む 7 変項に CC 的志向性が足りないほど，「SOL 的 3 層化のマネジメント」（7 変
項が 3 層各層にあるとしてのマネジメント上の応用の応用）は，考え進まない。
　（5）　C1 的にアイデンティティを考え過ぎて自分を見失った者たちから，あるいは両岸







説において批判されている duomining（50）も包摂する。ここには，ALT 共生論や第 3
項排除論などがあったればこそだが，図 6-4 において熟達化するほど最醇化――「2
（47） 整合化は以下の路線である。D.デイヴィドソン／金杉武司ほか訳，2007 年。
（48） 不整合化を許容するのは以下の路線である。Q.メイヤスー／千葉雅也ほか訳，2016 年，131 頁。
（49） S.メンダス／谷本光男ほか訳，1997（1989）年，27～32 頁。
（50） G.ハーマン／上野俊哉訳，2019 年，17～32 頁。
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ニズム，懐疑論）（53）がある冒頭で述べた行為 3 次元には，図 6-4 の示
図 6-3　確率概念
（51） E.レビィナス，2005（1961）年，73～84 頁。2 次化を内含すると考えられたので以上に基づく。
（52） Sen,A.K.,1992.A.セン・B.ウィリアムズ編著／後藤玲子監訳，2019 年。
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して制度を探究するうちに「制度とは均衡したルールだ」というときの FOL 的均衡概念




































（61） 加地大介，2008 年，107～178 頁。以上に基づく。




　そして第 3 に，前稿の図 5 で同定した中心的意味での「必然」には，実は複雑な意味が
あるといわれていた。これも明らかに包披論に属すと見做したが，そこでは，必然（⊃必
要）を諸論から整序してつぎの 4 つに区分し，つぎの②は①の裏返しであり，③は①の部
分であり，①と④が両極であるとされた（64）。①「すべて A は B である」というような全
称肯定（否定）命題の形でいわれることがらが，これと矛盾する「A が B でないことも
ある」というような特称否定（肯定）命題の否定を通じて自己自身を確かめるとき，②こ
のうち「すべて A は B である」という全称肯定命題が「A ならば B である」という条件
文の形で考えられ，この仮言命題が更にまた「A があれば B がある」の意味に取られて，
これを逆否定で「B がなければ A はない」というとき，③特称肯定（否定）命題も，必
然性をもった全称肯定（否定）命題で言われていることがらを部分的に言っている限りに
おいて，すなわちそれと反対の特称否定（肯定）を許容する意味のものではない限りにお
いては従属的に，④「A は B であることもあるし，B でないこともある」という形で特




















（63） G.ハーマン／山下智弘ほか訳，2017 年，25 頁。
（64） 田中美知太郎，1952 年，75～183 頁。
（65） G.W.ライプニッツ／河野与一訳，1950 年。
（66） J.ベンサム／山下重一訳，1979 年，69～210 頁。政治文脈でいうことが多い「功利」と経済文脈でいうこと
が多い「効用」は，以上にある “utility” の訳出上の破れであり，機能的相互包摂がある。
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　（8）　FOL 上で多用される 3 段論法とはいえこれに縛られただけでは小前提に特称命題
があると帰結が乱れ，これが論理上のことでも経験上の 3 層化に連なるほど切り取っ
ているといわれることで，傾向的に高階型化する。その縛りを超えて SOL 化した 3
層化は，それ以上でもそれ以下でもない層化である。また，「非実体―実体」／「非
実在―実在」／「対自―即自（73）」について，「相関―非相関（接触）」／「アトミズ































千葉商大論叢　第 57 巻　第 3号（2020 年 3 月）
　（9）　「C1 上の FOL 的階型―C2 上の SOL 的ループ化」／「AI―HI 化」において，つ
ぎを踏まえていう（74）。① C2 を無理に C1 での 2 項対立にしても返って矛盾が生じる
場合がある。② C1 での 2 項対立の一方だけを選んだつもりではいても，いつの間に


















というのは，4 区分｛FOL（1 なる 1，多なる多），SOL（1 なる多，多なる 1）｝における
CC――焦点化を経るために 2 次化Ⅲまでがある中で，「人文―自然科学」2 を考える社会科








A A 的賢者 A 的愚者
反 A 反 A 的賢者 反 A 的愚者
（74） I.バーリン／河合秀和訳，1997（1953）年。①については「12―多2」に向かったと考える以上から，②と③
については以下からいう。J.ティロール／村井章子訳，2018（2016）年，391～416 頁。
（75） 猿渡敏公，2016 年，162～172 頁。以上に詳しい。
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使用がなぜネガティブな自己イメージを引き起こすのかについて印象管理との関わりから
説明する。それらを踏まえ第 4 節では本研究の目的を確認し，第 5 節において具体的な仮












































































































































































































































































　仮説 1 の検証には紙クーポン水準と同伴他者 3 水準を組み合わせた①，②，③のシナリ
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を除外し，パソコンからの回答に限定した。調査実施時期は 2019 年 3 月 15 日から 18 日
である。








があるため，データを収集する際，20 代，30 代，40 代を均等に割り付けた。
　シナリオごとに性別 2 水準（男性・女性）×年代 3 水準（20 代・30 代・40 代）＝ 6 セル
























を比較した。クーポン使用態度のうち，ケチについては，表 2 で示した 3 項目の平均値を

















（8） 被験者の性別，年代，居住地，職業の分布は付録 2，3，4 を参照。
―80―
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男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 合計
20 代 21 21 21 21 21 21 21 21 168
30 代 21 21 21 21 21 21 21 21 168
40 代 21 21 21 21 21 21 21 21 168










度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％
北 海 道 6 4.8 2 1.6 6 4.8 9 7.1
青 森 県 1 0.8 3 2.4 2 1.6 1 0.8
岩 手 県 0 0.0 1 0.8 0 0.0 1 0.8
宮 城 県 5 4.0 4 3.2 2 1.6 1 0.8
秋 田 県 0 0.0 1 0.8 0 0.0 0 0.0
山 形 県 2 1.6 3 2.4 0 0.0 1 0.8
福 島 県 1 0.8 0 0.0 2 1.6 1 0.8
茨 城 県 1 0.8 2 1.6 5 4.0 1 0.8
栃 木 県 0 0.0 0 0.0 1 0.8 2 1.6
群 馬 県 1 0.8 0 0.0 1 0.8 2 1.6
埼 玉 県 10 7.9 5 4.0 3 2.4 7 5.6
千 葉 県 5 4.0 9 7.1 5 4.0 11 8.7
東 京 都 23 18.3 21 16.7 27 21.4 16 12.7
神奈川県 15 11.9 9 7.1 11 8.7 7 5.6
新 潟 県 2 1.6 1 0.8 1 0.8 0 0.0
富 山 県 1 0.8 0 0.0 0 0.0 1 0.8
石 川 県 0 0.0 0 0.0 3 2.4 2 1.6
福 井 県 1 0.8 0 0.0 2 1.6 1 0.8
山 梨 県 1 0.8 0 0.0 0 0.0 0 0.0
長 野 県 2 1.6 1 0.8 1 0.8 1 0.8
岐 阜 県 1 0.8 2 1.6 1 0.8 2 1.6
静 岡 県 1 0.8 6 4.8 1 0.8 5 4.0
愛 知 県 8 6.3 8 6.3 11 8.7 10 7.9
三 重 県 1 0.8 4 3.2 2 1.6 0 0.0
滋 賀 県 1 0.8 0 0.0 2 1.6 0 0.0
京 都 府 1 0.8 3 2.4 6 4.8 3 2.4
大 阪 府 11 8.7 8 6.3 9 7.1 15 11.9
兵 庫 県 8 6.3 5 4.0 5 4.0 5 4.0
奈 良 県 1 0.8 2 1.6 1 0.8 3 2.4
和歌山県 0 0.0 0 0.0 1 0.8 0 0.0
鳥 取 県 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 1.6
島 根 県 2 1.6 0 0.0 0 0.0 1 0.8
岡 山 県 1 0.8 4 3.2 1 0.8 0 0.0
広 島 県 1 0.8 1 0.8 4 3.2 6 4.8
山 口 県 1 0.8 1 0.8 1 0.8 1 0.8
徳 島 県 1 0.8 2 1.6 0 0.0 0 0.0
香 川 県 1 0.8 2 1.6 0 0.0 0 0.0
愛 媛 県 4 3.2 4 3.2 1 0.8 1 0.8
高 知 県 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
福 岡 県 0 0.0 5 4.0 5 4.0 4 3.2
佐 賀 県 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
長 崎 県 1 0.8 1 0.8 1 0.8 1 0.8
熊 本 県 0 0.0 4 3.2 0 0.0 0 0.0
大 分 県 3 2.4 1 0.8 2 1.6 2 1.6
宮 崎 県 0 0.0 1 0.8 0 0.0 0 0.0
鹿児島県 1 0.8 0 0.0 0 0.0 0 0.0
沖 縄 県 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
合 計 126 100.0 126 100.0 126 100.0 126 100.0
―88―










度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％
会社員 98 77.8 87 69.0 95 75.4 99 78.6
会社経営／役員 0 0.0 2 1.6 1 0.8 1 0.8
公務員／団体職員 6 4.8 9 7.1 10 7.9 6 4.8
パート・アルバイト 22 17.5 28 22.2 20 15.9 20 15.9

































































































































































　本稿に関わる調査は，2回に分けて実施されている。第 1回 2014 年 2 月 28 日～3/1 日
で第 2回 2016 年 3 月 8 日～9日である。
　調査方法：マクロミル社のアンケートモニターを対象としたWeb アンケートにより実
施した。調査対象は，第 1回が学歴は大卒・短大卒以上で年齢は 20～49 歳の「小売・流
通業」「飲食業」にアルバイトやパートの立場で従事する人を，第 2回が 19～22 歳の学生
で「小売・流通業」「飲食業」でアルバイトする人を対象とした（4）。第 1回の対象者は，
































































とてもよくある よくある あまりない 全くない
非正規　小売 23.2% 48.6% 27.5% 0.7%
学生　小売 29.0% 48.4% 21.3% 1.3%
非正規　飲食 14.4% 51.3% 30.0% 4.4%





とてもよくある よくある あまりない 全くない
非正規　小売 28.2％ 52.8％ 17.6％ 1.4％
学生　小売 29.0％ 48.4％ 21.3％ 1.3％
非正規　飲食 22.5％ 54.4％ 19.4％ 3.8％
学生　飲食 29.0％ 56.1％ 13.5％ 1.3％
―96―




























とてもよくある よくある あまりない 全くない
非正規　小売 2.8％ 12.0％ 41.5％ 43.7％
学生　小売 5.2％ 18.7％ 32.3％ 43.9％
非正規　飲食 3.1％ 16.9％ 45.6％ 34.4％

























































































































































































































（1）平成 25 年 10 月改定の内容に基づいている。正社員・正職員と正社員・正職員以外の
雇用者で比較したとき，「宿泊，飲食サービス業」は 21.6％対 78.4％，「生活関連サービ
ス業，娯楽産業」が 43.6％対 56.4％，「サービス業（他に分類されないもの）」が 46.1％





















































橋ビジネスレビュー』第 56 巻 2 号，東洋経済新報社
小池和男［2005］『仕事の経済学』東洋経済新報社
―104―
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　この問題は，組織再編成に係る行為又は計算の否認規定である法人税法 132 条の 2と関
わる。合併法人である上告人が，被合併法人となる法人を完全子会社化した後にみなし共
同事業要件を満たす形で合併し，繰越欠損金の引継制限の適用を回避した事案であるヤ
フー事件最高裁判決（最高裁平成 28 年 2 月 29 日第一小法廷判決・民集 70 巻 2 号 242 頁）
は，法人税法 132 条の 2が定める不当性の意義とその判断枠組みを明らかにした。判決は，



















実質的には，法人税法 132 条の 2の不当性要件該当性を肯定するために必要な要素である
とみている（3）。
　組織再編成に係る租税回避は繰越欠損金に関係するものが多い。よって，ヤフー事件最





である原告Xは，優に 5年を超えて 100％の資本関係（現行法でいうところの法人税法 2
条 12 号の 7の 6の完全支配関係）を継続していた完全子会社を合併し，その繰越欠損金（未
処理欠損金額）を引き継いで自らの法人税の申告において損金に算入した。処分行政庁が，
法人税法 132 条の 2を適用して，その損金算入を否認する課税処分を行ったため，Xはか
かる処分の取消しを求めて提訴した。




税法 57 条 2 項についても，合併による事業の移転及び合併後の事業の継続を想定して，
被合併法人の有する未処理欠損金額の合併法人への引継ぎという租税法上の効果を認めた
もの〔下線筆者〕」という見解を示した。その上で判決は，「本件合併は，組織再編成を利
用して税負担を減少させることを意図したものであって，法人税法 57 条 2 項の本来の趣
旨及び目的から逸脱する態様でその適用を受けるもの」であると判示した。かような本件
地裁判決は，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」に「事業の継続」を読み込ん
だ可能性がある。
　以上を踏まえて，本稿では，法人税法 132 条の 2の適用場面を想定し，かつ，TPR事
件を素材として，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」には「事業の継続」が含
まれるかという点に関する考察を行う。
（3） 徳地淳＝林史高「判解」曹時 69 巻 5 号 299 頁参照。
―108―
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Ⅰ　東京地裁令和元年 6月 27 日判決（判例集未登載）
　素材とするTPR事件及び本件地裁判決の内容を簡単に確認する。
1　事案の概要
　Xは，その完全子会社を被合併法人とする適格合併（平成 22 年法律第 6号による改正
前の法人税法 2条 12 号の 8）を行い，当該子会社が有していた未処理欠損金額を同法 57
条 2 項の適用によりXの欠損金額とみなして損金の額に算入して法人税の確定申告をし
た。処分行政庁は，上記未処理欠損金額をXの損金の額に算入することはXの法人税の






イ　旧TAT社は，平成 2年 3月 20 日に設立された，鉄製品，銅，アルミニウム，チタ
ン等非鉄金属製品の製造及び販売を目的とする法人であり，自動二輪車用アルミホイー
ル製造事業を営んでいた（以下，旧TAT社による同事業を「本件事業」という）。旧
TAT社は，平成 22 年 3 月 1 日付けでXに吸収合併され（以下，この合併を「本件合併」
という），解散した。
ウ　新TAT社は，平成 22 年 2 月 16 日に設立された，鉄製品，銅，アルミニウム，チタ
ン等非鉄金属製品の製造及び販売を目的とする法人である。
（2）　本件合併前のXと旧TAT社の状況等
ア　Xは，平成 14 年 2 月 9 日，旧TAT社の発行済株式総数の 3分の 2を取得した。
イ　Xは，平成 14 年 2 月 13 日付けで，旧TAT社との間で，同社との取引に係る取引基
本契約（以下「旧取引基本契約」という）を締結し，S株式会社から受注した自動二輪
車用アルミホイールの製造を旧TAT社に委託した。
ウ　Xは，平成 15 年 3 月 18 日，旧TAT社の発行済株式を追加取得し，同社の発行済株
式の全てを保有することになった。
エ　旧TAT社は，平成 21 年 9 月 30 日時点で，負債の合計金額が資産の合計金額を 1億
1403 万 9576 円上回る債務超過となっていた。
（3）　本件合併の経緯等
ア　平成 21 年 12 月 21 日，旧TAT社の取締役会が開催され，平成 22 年 3 月 1 日付けで
Xが旧TAT社を吸収合併する合併契約を平成 21 年 12 月 22 日付けで締結することが
審議され，承認された。






ウ　Xは，上記イの取締役会の承認を受けて，翌 22 日，旧TAT社との間で，平成 22 年





　・　合併の効力発生日は，平成 22 年 3 月 1 日とする。
　・　旧 TAT社は，平成 22 年 2 月 28 日現在の貸借対照表，その他同日の計算を基礎と
し，合併効力発生日においてその資産，負債その他一切の権利義務をXに引き継ぎ，
Xはこれを承継する。
エ　平成 22 年 2 月 5 日，Xの取締役会が開催され，①旧TAT社の債務超過を解消する
ため増資をし，その後減資をすること，②新TAT社の社名を旧TAT社の平成 14 年 2





オ　上記エの取締役会の承認に基づき，Xは，平成 22 年 2 月 15 日，旧TAT社に対し，





　・　前記ウの合併契約に基づき，平成 22 年 3 月 1 日，本件合併の効力が生じ，Xは旧
TAT社の権利義務を承継し，同社は解散した。
　・　Xは，平成 22 年 3 月 1 日付けで，旧TAT社の全従業員を新TAT社に転籍させ
た（以下「本件転籍」という）。新TAT社における労働条件は旧TAT社との間
のものと同一であった。
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額であった。









キ　新TAT社は，平成 22 年 3 月 2 日付けで，本店所在地を，旧TAT社の解散当時の
本店所在地であった「岡山県E市（省略）99 番地 1」に移転した。
3　争点







法人税法 57 条 3 項の適用が除外される適格合併に当たる場合に，同法 132 条の 2を
適用することができるか否か。



















組織再編税制に係る各規定の 1つである法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」か
ら逸脱する態様でその適用を受けるものと認められるというべきである。
（2）Xの主張




合併は，ヤフー事件最高裁判決に照らして，法人税法 132 条の 2の不当性要件を充足する
ものではない。
5　判旨（請求棄却）
　本件地裁判決は，ヤフー事件最高裁判決が示した法人税法 132 条の 2の不当性に係る判
































の適格合併については共同事業要件（施行令 4条の 2第 4項各号）が必要とされ，企
業グループ内の適格合併についても，完全支配関係がある場合と異なり支配関係があ









































であって，法人税法 57 条 2 項の本来の趣旨及び目的から逸脱する態様でその適用を受け
るものというべきである。
　そうすると，本件合併は，組織再編税制に係る上記規定を租税回避の手段として濫用す





はなく帳簿価額で合併法人である親会社に引き継がれる（法法 2十二の八，62 の 2 等）。
適格合併の場合には，被合併法人の繰越欠損金も合併法人に引き継がれる（法法 57 ②）。
本件合併は適格合併に該当するため，Xは子会社の繰越欠損金を引き継ぐことができる。


















いえるような事情が存在する。かかる事情を考慮すると，法人税法 132 条の 2により，X
―114―
















を含むスキームによる繰越欠損金の引継ぎに対して法人税法 132 条の 2の適用の可否を検
討する場合に参考となる事例であるといえよう。かかる論脈においては，冒頭で述べたと
おり，本件地裁判決は法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」に「事業の継続」を
読み込んだ可能性があることが注目されよう。
　なお，控訴審である東京高裁令和元年 12 月 11 日判決（判例集未登載）も本件地裁判決
の判断を維持したため，Ｘは上告したようである。
Ⅱ　法人税法 57条の規定内容と趣旨及び目的（6）





1　法人税法 57 条 1項（欠損金の繰越し（7））
　法人税法 57 条 1 項は，内国法人の各事業年度開始の日前 10 年以内に開始した事業年度
（4） 仲谷修ほか『企業組織再編税制及びグループ法人税制の現状と今後の展望』130 頁〔佐々木浩発言〕（大蔵財
務協会 2012）参照。なお，佐藤信祐『組織再編における繰越欠損金の税務詳解〔第 5版〕』31 頁以下（中央
経済社 2017）も参照。
（5） 高岸直樹「新設分割の方法によるいわゆる第二会社に対する法人格否認に関する一考察」地域政策研究 16
巻 4 号 51 頁以下，同「判批」税務事例 47 巻 5 号 77 頁以下参照。
（6） 泉絢也「5年を超える完全支配関係下において行われた合併による繰越欠損金の引継ぎに対して，組織再編
成に係る行為計算否認規定（法人税法 132 条の 2）が適用された事例―国税不服審判所平成 28 年 7 月 7 日裁






併法人が引き継ぐことを認める法人税法 57 条 2 項が制定されていない時代に，このよう
な引継ぎを否定した最高裁昭和 43 年 5 月 2 日第一小法廷判決（民集 22 巻 5 号 1067 頁。
以下「最高裁昭和 43 年判決」という）は，「欠損金額の繰越控除とは，いわば欠損金額の
生じた事業年度と所得の申告をすべき年度との間における事業年度の障壁を取り払ってそ














2　法人税法 57 条 2項（適格合併による繰越欠損金の引継ぎ）











（9） 酒井貴子『法人税法における租税属性の研究』41～42 頁（成文堂 2011）。
（10）酒井・前掲注（9），41 頁以下。法主体の同一性と租税属性（納税者自身やその資産，負債に認められる性質，
属性のうち，税負担に影響を与えるもの。繰越欠損金などがこれに該当する）の維持に関する議論として，
岡村忠生『法人税法講義〔第 3版〕』434 頁以下（成文堂 2007）参照。上記のような考え方は，最高裁昭和
43 年判決の原審である大阪高裁昭和 38 年 12 月 10 日判決（民集 22 巻 5 号 1095 頁）において，より直接的
に採用されていた。なお，主体の同一性が維持されている場合でも繰越欠損金に対して制限を加える規定も
ある（法法 57 ④，57 の 2）。岡村・同書，451 頁，465 頁参照。
―116―

























　すると，法人税法 57 条 2 項の実質的根拠や趣旨及び目的は，適格合併の場合には，合
併法人と被合併法人との間で，資産及び負債の帳簿価額による引継ぎがなされることなど




3　法人税法 57 条 3項（繰越欠損金の引継制限）
　法人税法 57 条 3 項は，所定の要件を満たさない場合には，適格合併に係る被合併法人
（11）酒井・前掲注（9），43 頁。




















業年度において生じた欠損金額のうち法人税法 62 条の 7第 2項に規定する特定資産譲
渡等損失額に相当する金額から成る部分の金額で一定のもの
　説明の便宜上，みなし共同事業要件を軸とすると，次のように整理することができる。
❶　みなし共同事業要件を満たす場合には，法人税法 57 条 3 項は発動されない。




人税法 57 条 3 項の適用はない。
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Ⅲ　法人税法 57条 2項の「本来の趣旨及び目的」を探求するための各種アプローチ
1　アプローチの提示
　法人税法 57 条 2 項について，その「本来の趣旨及び目的」が何であるかをもう少し深
掘りして考察する。とりわけ，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」に「事業の
継続」が含まれるか否かを考究する。この際，❶会社法又は法人税法上の合併概念に着眼
する合併概念アプローチ，❷適格合併又は適格合併が行われた場合の移転資産等の帳簿価
額による引継ぎの規定（法法 2十二の八，62 の 2 ①等）に着眼する簿価引継規定アプロー





































































































（20）前田庸『会社法入門〔第 12 版〕』689 頁（有斐閣 2009），上柳克郎ほか『新版注釈会社法（1）　会社総則，
合名会社，合資会社』425 頁〔今井宏執筆〕（有斐閣 1985），田中亘『会社法〔第 2版〕』628 頁（東京大学出
版会 2018）参照。
（21）原田晃治「会社分割法制の創設について（下）―平成一二年改正商法の解説―」商事 1566 号 5 頁参照。
（22）大隅ほか・前掲注（19）441 頁の脚注 308 参照。また，柴田和史「合併法理の再構成（6・完）」法協 107 巻
1 号 39 頁以下も参照。なお，新設合併においては，対価の柔軟化は認められていない（会社 753 ①六。ただ
し，会社 753 ①八等参照）ことについて，大隈・前掲注（19），451～452 頁参照。






































の意見もあることについて，奥島孝康ほか編『基本法コンメンタール　会社法 3〔第 2版〕』248 頁以下〔中
東正文執筆〕（日本評論社 2015）参照。同書 248 頁以下は，会社分割の対象に事業性を要求する見解も少な
からず存在することを指摘した上で，会社法の分割に係る上記規定の文言は決定的ではないとされる文脈に
おいて，その論拠の 1つとして法人税法 2条 12 号の 11 に着目されているようである。逆基準性に類似する
議論として，興味深い。また，会社の行為は事業のためにするものと推定されるため（最高裁平成 20 年 2






















































































































































































されることも補足として付け足しておく（法法 2十二の十五，62 の 5）。
　点線部分に目を向けると何が見えてくるか。「資産の移転が独立した事業単位で行われ

















適格現物分配に係る資産の譲渡損益の繰延べ規定（法法 2十二の十五，62 の 5，法令 123
の 6）や完全支配関係がある法人間における譲渡損益調整資産に係る譲渡損益の繰延べ規
定（法法 61 の 13）とも整合するであろう。
　なお，完全支配関係がある場合の適格合併に事業継続要件の充足を求めていないことの
（31）朝長英樹＝山田博志「会社分割等の組織再編成に係る税制（案）についての質問に対する回答について」租




















え方が含まれているという第 1段階の説明が成り立つとしても，法人税法 57 条 2 項の「本
来の趣旨及び目的」に「事業の継続」が含まれるという第 2段階の説明までも導くことが
できるであろうか。




法令 4の 3④），TPR事件当時の法人税法 57 条 2 項において適格合併と同様に繰越欠損
金の引継ぎが認められていた合併類似適格分割型分割に係る各規定の反対解釈からも導き










TPR事件東京地裁判決【第 2回】」プロフェッションジャーナル 341 号参照。https://profEssion-nEt.com/
profEssionjournal/corporation-articlE-825/
 以下，本稿で引用するURLの最終閲覧日は令和 2年 1月 10 日である。
―128―
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件の充足の有無に影響はないはずである。




べきではないか（かような規定として，法人税法 57 条 3 項を挙げることができるかもし
れないが，同項を手掛かりとしたアプローチを採用することが難しいことについては後記
4参照）。
　第 1段階部分が成り立つことを前提として，第 2段階部分において，第 1段階で注入さ
れる「事業の継続」という趣旨及び目的が法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」
として根を下ろすことがありうるのか。第 1段階部分と第 2段階部分の接木となるのは，
法人税法 57 条 2 項が適格合併を要件として組み込んでいる部分であるが，同項によるか



















　上記の記述から，法人税法 57 条 3 項は合併による繰越欠損金の引継ぎに関する「租税
回避行為を防止するための措置」として位置付けられているという推察が成り立つ。











































（33）朝長英樹＝山田博志「会社分割等の組織再編成に係る税制について」租税研究 614 号 67 頁以下。
―130―
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法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」に「事業の継続」が含まれると断ずることは困難
である。
　ただし，法人税法 57 条 2 項は，適格合併が行われた場合の移転資産等の帳簿価額によ






















慮することで，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」を逸脱しており，同法 132
条の 2の適用を肯定する方向に向かう可能性がある。
　TPR事件における国の主張につなげることもできるかもしれない。簿価引継規定アプ
ローチに属すると思われる国の主張は，法人税法 57 条 2 項の規定の趣旨及び目的につい



























　また，❶について，法人税法 57 条 2 項は，適格合併等が「移転資産等に対する支配が
合併後も実質的に継続するものであるということを前提として，従前の課税関係を継続さ
せる取扱いを認める」趣旨であるという説明が成り立つとしても，法人税法 132 条の 2の
適用の可否の判断場面において，ことさら重視されるべきか，という疑問はくすぶる。か





当てはまると解しているようである。しかしながら，法人税法 57 条 2 項が「前提」とし
















　さらに，❶や❷を通して見た場合に，国は，法人税法 57 条 2 項の趣旨及び目的を移転
資産等に対する支配の継続と捉えている可能性もある。仮にそうであれば，検討すべき問
題が生じる。ヤフー事件の第一審（東京地裁平成 26 年 3 月 18 日判決・民集 70 巻 2 号
331 頁）が未処理欠損金額の引継ぎを認める実質的根拠に係る判示部分や特定役員引継要
件の趣旨及び目的に係る判示部分において用いていた「移転資産に対する支配の継続」と
いう表現について，第二審（東京高裁平成 26 年 11 月 15 日判決・民集 70 巻 2 号 448 頁）
が削除したこととの関係で，どのように理解すべきか，という問題である（ただし，第二
審は，法人税法 57 条 3 項の文脈であるが，「事業の継続」がない場合には「未処理欠損金
額の引継ぎを認める実質的な根拠を欠く」と理解しているようである）。
　結局，簿価引継規定アプローチを支持し，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」
に「事業の継続」が含まれると断ずることは困難であるという上記イの見解に辿り着く。
4　❸ 57 条 3項アプローチ
　法人税法 57 条 3 項，あるいはこれ以外の規定も取り込んで，同条 2項の「本来の趣旨
及び目的」を捉える 57 条 3 項アプローチも検討しておこう。例えば，そこに組み込まれ
ているみなし共同事業要件は実質的に事業継続要件と同等の要件を含んでいるとされ
る（35）法人税法 57 条 3 項や，特定株主等によって支配された欠損等法人の欠損金の繰越し




趣旨及び目的を逸脱すると主張することは難しくなる。法人税法 57 条 3 項についていえ




（35）岡村・前掲注（10）475～480 頁，酒井・前掲注（9）44 頁，55 頁参照。岡村忠生「組織再編成と行為計算否
認（1）」税研 177 号 82 頁も参照。なお，長戸貴之「組織再編成における事業の継続性と繰越欠損金の引継












は，法人税法 57 条 3 項はあくまで繰越欠損金に関する租税回避を防止する規定としての
色彩が強調される。
　法人税法 57 条 3 項等にまで足を延ばして同条 2項の「本来の趣旨及び目的」を探索す
る試みを行ってきたが，そもそも，かような手法の採用自体にも再考の余地はある。仕組
み解釈的な手法等をとる可能性も絶無ではないが（ヤフー事件の第二審が示した上記 3ウ




引継ぎ規定の「本来の趣旨及び目的」の文脈において，57 条 2 項と 3項を一体的に捉えて，
解釈論を進めることには乗り越えるべきハードルがあるという見解もありうる。
　以上，57 条 3 項アプローチを支持し，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」に「事
業の継続」が含まれるとは断じ難い。
5　小括































































































弘 67 巻 13 号 44 頁以下，安田雄飛「ヤフー最高裁判決後初の法人税法 132 条の 2に関する判断事例―“TPR
事件判決”の問題点―」週刊税務通信 3584 号 22 頁も参照。
―136―





















損益の繰延べ規定（法法 2十二の十五，62 の 5，法令 123 の 6）や完全支配関係があ






　　　この場合でも，残余財産確定の場合の繰越欠損金の引継ぎを法人税法 57 条 2 項に
おいて認めることとした実質的根拠や趣旨をどのように解すべきかという問題は残
る。平成 22 年度改正において，適格現物分配の場合も帳簿価額による引継ぎとされ



































































かる合併が法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」を「逸脱する」と断定する
ことは早計である。
（3）　TPR事件において，本件地裁判決も，国も，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及
び目的」を正面から論ずるのではなく，単に同項は「事業の継続」を想定していると
いうような主張を行い，結論部分でのみ，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」
から逸脱すると述べて，ヤフー事件最高裁判決が示した判断枠組みへの“帳尻合わせ”
をしているようにも見える。法人税法 132 条の 2が “心証（心象）” 課税の規定であ
ると揶揄されないためにも，より精緻な検討を求めたい。
（4）　私見としては，本稿における考察を前提としても，課税処分の適法性を認める余地




のみを否認するということも許容されるといえる。また，同法 57 条 3 項の適用により被合併法人の有する
未処理欠損金額の一部を引き継ぐことができなくなる場合であっても，その合併に伴う移転資産等に係る譲
渡損益の計上の繰延べ（同法 62 条の 2第 1項）等が否定されるものではないことからすると，同法は，移
転資産等に係る課税繰延べと被合併法人の有する未処理欠損金額の引継ぎが常に一体として認められるもの
ではないことを予定しているものといえる。」と判示する。
（45）大淵博義「ヤフー事件判決の功罪―引直し課税の欠落とその後の判決等への影響―」租税研究 843 号 83 頁
も参照。










































かどうか検討の余地があるという指摘として，谷口勢津夫「判批」ジュリ 1538 号 11 頁参照。
（49）会社法上の合併の実質には被合併法人の消滅が含まれることに加えて，異なる法主体間において繰越欠損金
を引き継ぐに当たり，法人税法 57 条 2 項は，繰越欠損金を有していた法人が消滅することを当然の前提と
しているか，少なくとも重視していると理解することができるのではないかという点について，泉・前掲注（6）
79～80 頁参照。なお，安田・前掲注（41）23 頁も参照。
（50）参考として，佐藤信祐「検証　TPR事件東京地裁判決【第 1回】」プロフェッションジャーナル 340 号参照。
https://profEssion-nEt.com/profEssionjournal/corporation-articlE-821/
―140―
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 （2020.1.20 受稿，2020.3.3 受理）
（51）法人格否認の法理との関係において，池田悠「事業譲渡と労働契約関係」野川忍ほか編『企業変動における
労働法の課題』73 頁（有斐閣 2016）参照。なお，実質的に法人格否認の法理の適用を認めた最高裁昭和 48




（52）詳細は，泉絢也「組織再編成に係る租税回避否認規定と実質的同一性（1）・（2・完）」千葉商大論叢 56 巻 1
号 25 頁以下，2号 89 頁以下参照。本件合併を含む一連の行為を，事業再生の場面で実務上用いられる第二
会社方式（収益性のある事業を別会社に切り出して存続させ，不採算の事業を清算すること）とみれば，本
件事業をB社にて存続させつつ，A社を清算する方法として親会社たるXに吸収合併するという手法は，特















132 の 2 を適用してこれを否認できるか否かが争われたTPR事件の東京地裁令和元年 6
月 27 日判決（判例集未登載）は，同法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」に，被合併法
人が合併前に営んでいた事業が合併により合併法人に移転し，合併後に合併法人によって
引き続き営まれるという意味での「事業の継続」を読み込んだ可能性がある。
　本稿では，法人税法 132 条の 2の適用場面を想定し，かつ，TPR事件を素材として，
同法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」には「事業の継続」が含まれると断定すること
は難しいという見解を導く。
―142―













れ て き た（FerreiraandOtley2009；TessierandOtley2012； 庵 谷2017； 佐 久 間 他
2013；西居2013 等）。そのような状況下でも，依然として LOC フレームワークに依拠し
た経験的研究は進展している（Martynetal.2016）。
　本稿の目的は，DCS および ICS 概念を用いた経験的研究の回顧を通じて，両概念の操
作化について検討し，将来の研究に向けた提言を行うことである。具体的には，Simons
（1995）にて提唱された DCS および ICS の概念的定義とこれまでの経験的研究における
操作的定義との相違点，経験的研究間での操作化の相違点から検討を行い，インプリケー
ションを導出する。
　本稿で着目するのは，LOC フレームワークのうち DCS および ICS である。LOC フレー
ムワークは，理念システム（BeliefsSystems），境界システム（BoundarySystems），
DCS，ICS の 4 つのコントロール・レバーから成る。個々のコントロール・レバーについ
ては Simons（1995）以前の研究から言及がなされていたが（Simons1990；1991；
1994），LOC フレームワークとして体系的に発表されたのは 1995 年であった。Simons
（1995）によれば，理念システムおよび境界システムは必ずしも管理会計システムを想定
した概念ではないが，DCS および ICS は基本的に管理会計システムを想定した概念であ
る。DCS は重要な業績変数をモニタリングするためのマネジメント・コントロール・シ
ステム（ManagementControlSystems：以下「MCS」）であり，ICS はその DCS の範囲
を超えて機会探索や戦略創発を促進するための MCS である。DCS および ICS は，予算
や業績評価システムをはじめとする管理会計システムがどのように利用されているか分析
する，経験的研究で用いられてきた。
　LOC フレームワーク，特に DCS と ICS 概念について検討することには，2 つの点から
〔論　説〕
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意義がある。第一に，管理会計研究において重要な概念を検討している点である。パッケー
ジ（MalmiandBrown2008）に代表される MCS の分類を示したフレームワークに対し，
LOC は個々の MCS が「どのように」利用されるかという点を概念化しており，この視点
に着目する研究者によって用いられてきた。GoogleScholar での検索を参照すると，
Simons（1995）は 2018 年までに約 4,000 の文献で引用されており，直近の 5 年間でもそ
の数は 1,500 を超える。Simons（1995）と同様に MCS の利用方法に関するフレームワー
クを提唱した文献として Merchant（1998）が挙げられるが，同じく GoogleScholar での
検索では，2018 年までに同書を引用した文献の数は約 750 である。両者の引用文献数の














における DCS および ICS の概念的定義，およびその操作化に関する議論を行うことが，
今後の研究進展に向け重要だと言えよう。この際，主要なジャーナルに掲載された経験的
研究の網羅的なレビューから論点を明確にして検討を行う点が，本稿の特徴である。





























で ICS 利用度の測定に用いられた 7 つの尺度が，Widener（2007）では DCS 利用度の測
定に用いられたことなどを指摘した。庵谷（2017）は，Simons（1995）以前の彼の研究
から LOC フレームワークが体系化されるまでのプロセスを追い，ICS の操作化について
検討を行った。
　また Martynetal.（2016）は，theAssociationofBusinessSchools のジャーナルラン






















　特に議論の多い ICS については，必要に応じて DCS との比較を行い，両概念の相違点
から Simons（1995）における概念的定義の特徴，および経験的研究における操作化につ
いて検討する。Simons（1995）で随所に示された DCS と ICS の比較にいま一度着目しつ
つ，経験的研究についても同様の視点から分析を行う。





ICS 概念の特性と，定量調査を行う際の DCS および ICS 利用に関する測定尺度である。




ICS の操作化における基準となりつつある。しかし Bisbeetal.（2007）では，LOC フレー
ムワークのうち ICS のみに関する議論が展開されており，Simons（1995）で随所に示さ
れている DCS と ICS の相違点は強調されていない。したがって Bisbeetal.（2007）の特
性を受け入れるだけでは，DCS と ICS の操作化において両概念の混同が生じる問題には
十分に対応できない。単一のコントロール・レバーのみに着目した議論には限界があるこ
とから，本稿では必要に応じて DCS と ICS を概念的に比較しつつ，ICS 概念の操作化，
すなわち ICS 概念を細分化した特性について，検討を行う。
　次に，DCS と ICS の両概念については，定量調査を行う際の測定尺度に関して，研究
間でのコンセンサスを得られていない。特に Henri（2006a）および Widener（2007）に
依拠し測定尺度を設定した経験的研究が多いものの，それらの測定尺度では DCS と ICS
が概念的に識別されていないという問題がある。この点を議論の発端とし，定量調査を行
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討は避けて通れない道である。
3.2　DCSと ICSの概念的定義
　本項では，検討課題の議論に先立ち，DCS と ICS の概念的定義およびその特性を示す。
　Simons（1995）で提唱された概念を正確に捉え検証するべく，Bisbeetal.（2007）およ
び Curtisetal.（2017）を参考に，本稿では DCS を「組織における重要な成果をモニターし，







　ICS 概念は，Bisbeetal.（2007）の 5 つの特性をベースに，以下のとおり修正を加え，













al.（2017）が指摘するように Simons（1995）では ICS の利用が既存のルーティンの範囲
を超えた機会探索や戦略創発につながることが強調されており，この点をより正確に反映
した表記へと変更した。











etal.（2016）と同様，Accounting and Business Research，Accounting, Organizations and 
Society，Advances in Strategic Management，Behavioral Research in Accounting，
British Accounting Review，European Accounting Review，Financial Accountability and 
Management，Journal of Accounting & Organizational Change，Journal of Management 
Accounting Research，Journal of Management Studies，Long Range Planning，





　文献レビューの対象期間は，1997 年から 2016 年までの 20 年間である。Martynetal.
（2016）において LOC フレームワークを用いたもっとも古い経験的研究として抽出され
たのは Kloot（1997）であり，そこからの 20 年を区切りとして設定した。それ以前の期
間は，Simons（1995）にて LOC フレームワークが提唱される前に行われた研究と捉えら
れることから，本稿での分析対象には含まない。なお Martynetal.（2016）における文献
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“DiagnosticControl”，“InteractiveControl”の各ワードで検索を行い，調査段階あるい




ルから 19 の研究であり，これら計 76 研究が文献レビューの対象である。最多の研究が抽
出されたジャーナルは Management Accounting Research で，その数は 29 だった。わが国
のジャーナルでは『原価計算研究』の 12 が最多で，『管理会計学』からは 2，『メルコ管理
会計研究』からは 5 の研究が抽出された。それぞれのコントロール・レバーについて分析
を行った研究の数は，DCS が 53（うちわが国の研究 14，以下同様に括弧内はわが国の研






















































　以上を踏まえ，それぞれの経験的研究で ICS 概念の操作化において 5 つの特性が考慮
されているか否か，分析を行った。本稿のレビュー対象のうち，ICS 概念を用いた研究の
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5.1.3　分析結果と提言
　表 1 が分析の結果である。第一に，SU への対応は，約半数の研究で ICS 概念の操作化




Widener（2007）の 3 研究において SU への対応が ICS の測定尺度として考慮されていな


























特性 考慮あり 部分的に考慮 考慮なし
戦略に関する不確実性（SU）への対応 34  （5） 8（2） 27  （9）
経営層の関与 58（15） 0（0） 11  （1）
公式的なシステム 62（16） 0（0）  7  （0）
ミドルの参加する議論や情報還流の促進 69（16） 0（0）  0  （0）























　DCS と ICS の測定尺度に関する特に重要な問題として，Henri（2006a）で ICS の測定





　ところがその約 10 年後，共著者に Henri を含む Journeaultetal.（2016）がこれら 7 つ
の尺度を DCS の測定に用い，共著者に Widener を含む Kruisetal.（2016）がうち 5 つを，
Heinickeetal.（2016）が 7 つを ICS の測定に用いる，いわば逆転現象が起きた（表 2）。
　これにより，DCS と ICS の測定尺度について改めて検討する必要性が一層高まった。
本稿のレビュー対象の中で，2007 年以降に発表された ICS 概念を用いた定量調査に基づ
く研究（測定尺度が記載されていないものを除く）は 30 であったが，このうち半数とな
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5.2.2　問題点の分析
　表 2 に示す逆転現象が生じた背景として，第一に，Simons（1995）は同一の MCS が
DCS かつ ICS として利用される可能性を否定しておらず，実際に両者の利用度には正の
相関関係が観測されることもあり（BedfordandMalmi2015），探索的因子分析の結果，
DCS と ICS が識別されなかった点が挙げられる。Widener（2007）では，概念的には
ICS に該当する「データや推定，行動計画に基づく継続的な挑戦と議論を可能にする」
（Enable continual challengeanddebateunderlyingdata, assumptions andaction
plans）という測定尺度が，探索的因子分析の結果，後述する曖昧な測定尺度と結びつき
DCS とラベリングされた。このように，探索的因子分析では DCS および ICS の測定尺度


































ICS DCS DCS - ICS
Provideacommonviewofthe
organization
ICS DCS DCS ICS ICS
Tietheorganizationtogether ICS DCS DCS ICS ICS
Enabletheorganizationtofocus
oncommonissues
ICS DCS DCS ICS ICS
Enabletheorganizationtofocus
oncriticalsuccessfactors
ICS DCS DCS - ICS
Developacommonvocabularyin
theorganization
ICS DCS DCS ICS ICS









が促進するのは SU への対応に関する議論である。また DCS では目標を維持しつつ達成
に向け改善活動を行うのに対し，ICS では戦略目標そのものの変更も視野に入れた抜本的
な見直しを行う。「議論」の前提やその内容，および「見直し」の範囲について識別され













　次に Widener（2007）において，DCS および ICS の測定尺度は，Henri（2006a）をは
じめとする複数の研究から「業績評価システムに関する測定尺度」として援用した項目に
ついて探索的因子分析を行うことで抽出された。しかしこの結果として抽出された ICS
の測定尺度は，Bisbeetal.（2007）における 5 つの特性のうち 2 つしか満たしていないこ
とを研究者自身が明記しており（Widener2007,773），さらに SU の測定尺度が独立する
形で設けられ，ICS とは異なる変数として扱われている。したがって，Widener（2007）
において ICS とされている変数は，Simons（1995）の定義する ICS 概念の「一部」に過





のまま ICS の測定に用いたことの妥当性，および Widener（2007）において DCS および
ICS とされる変数を Simons（1995）の概念と結びつける妥当性について，慎重に検討す
べきである。そしてこれら 7 つの測定尺度（表 2）は，操作化の妥当性が十分に示されて
いないこと，多くが DCS と ICS を概念的に識別できていないこと，研究者のスタンスも
一貫していないことから，DCS および ICS の測定尺度として適切ではないと判断できる。
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　総じて，DCS および ICS の測定においては，上述したとおり両者の概念的定義に依拠
しつつ，操作化の段階で両概念の相違点について適切に識別した測定尺度を設定し，検証
的因子分析を行うべきだと言えよう。






























　第二に，DCS および ICS に関する定量調査を行う研究では，両概念を適切に識別した
操作化を行い，検証的因子分析によってその妥当性を確認すべきである。DCS と ICS は
ともに公式的なシステムだが，それ以外の特性に関しては，両概念に該当し得る曖昧な尺
度による測定を避ける必要がある。DCS は重要な業績変数に関する既存の目標値と現状
を比較，検討する概念であり，ICS は現状の SU を認知し，将来に向けた展開へ組織を導
く概念である。
　本稿の研究上の貢献は，DCS および ICS について，操作化における提言を Simons
（1995）の記述と網羅的な文献レビューから見出し，両者の概念的定義と経験的研究にお
ける操作化との橋渡し役を担ったことである。本稿では，Bisbeetal.（2007）に修正を加
えた ICS の 5 つの特性，ICS 概念の操作化に関する経験的研究間での相違の実態，ICS 概
念の特性に関する操作化段階での提言，Henri（2006a）および Widener（2007）におけ
る DCS と ICS の測定尺度に関して後に研究者自身が参加した研究（Heinickeetal.2016;




に反映させることで，DCS および ICS に関する頑健な研究結果の蓄積，実務へのインプ
リケーション提示につながる展開が期待される。
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　本稿では概念の操作化に関する検討を通じて，改めて DCS および ICS の役割を見直し
てきた。また LOC フレームワークを用いた研究は，FerreiraandOtley（2009）や
TessierandOtley（2012）による批判を経てなお，現在に至るまで国内外で進展している。
本稿での議論から，DCS および ICS と組織に関する他のコンテクスト要因との新たな関
係を見出せる可能性がある。本稿がその一助となれば，幸いである。
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操作化の形を検討し，将来の研究に向け 2 つの主要な提言を示した。第一に，ICS 概念に
依拠する経験的研究では，概念的定義から適切な特性を設定し，それらを漏れなく網羅し
た調査を行うべきである。第二に，DCS および ICS の利用度測定を行う経験的研究では，
両方の概念に該当し得る曖昧な測定尺度の利用を避け，両概念の相違点に着目した操作化
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を含む）および対応など非財務面の事項を含むことが示された。コーポレートガバナンス・




（2017 年 12 月），同「ESG金融懇談会提言～ESG金融大国を目指して～」（2018 年 7 年


























































ト」（2016 年 8 月）1-24 頁参照。寺山恵「米国のシェアホルダー・エンゲージメント」月刊資本市場No.
379（2017 年 3 月）18-26 頁。鹿子木亨紀「クオンツ運用とジャッジメンタル運用」（2018 年 11 月 14 日）
1-26 頁。https://site2.convention.co.jp/gps2018/program/pdf/S07_Kanokogi_JP.pdf.PRI 原則と ESG投資
に関して，投資先企業は SDGs に賛同して 17 項目のうち自社にふさわしいものを事業活動として取り込む
ことで事業機会増加に繋がり，企業と社会の共通価値創造（GreatingSharedValueCSV）が生まれる。こ
の取組みによって企業価値が持続的に向上すれば，機関投資家としても長期的な投資リターン拡大につなが
ることとなる。GPIF ホームページ「ESG投資と SDGs のつながり」。https://www.gpif.go.jp/about/. 経済産
業省関東経済産業局総務企画部長・佐竹佳典「SDGs 達成を通じた企業価値向上・競争力強化に向けて」（1-19
頁），笹谷秀光「SDGs アップデート―ESG時代の SDGs 経営へ―」（1-23 頁）千葉商科大学・日刊工業新聞

































































②英国政府は 2019 年 1 月職域年金基金に対して実務方針（CodeofPractice）において，
ESG，気候変動を含む財務的に重要性のある要因をいかに考慮するか，非財務要因につ

















































明するために重要になり，2017 年 6 月欧州委員会はEU非財務情報開示指令に関するガ
（4） ESG 投資関連の利益相反が発生する場合，善管注意義務とは別に忠実義務の関係が論点となる。有吉尚哉・
三本俊介「ESG投資と受託者責任」西村あさひ法律事務所金融ニューズレター（2019 年 9 月 30 日）1-3 頁
参照。ESG投資の投資リターン計測につき，湯山智教 ｢ESG 投資のパフォーマンス評価を巡る現状と課題｣
みずほ証券・日本投資環境研究所資本市場リサーチ 2019 年冬号 85 頁以下。
（5） 高橋大祐「レギュレーションから見たESGリスクの評価・管理・開示―贈賄・人権・サイバーセキュリティ・
気候変動をめぐる規制動向の概要と対応を中心に」日本証券アナリスト協会講演（2018 年 5 月 22 日）1-50
頁参照。
―168―









































































（8） 佐藤丈文「2019 年定時株主総会に向けて―CGC改訂，ESG投資の動向を踏まえて」（1-104 頁）西村あさひ
法律事務所リーガルフォーラム（2019 年 2 月 22 日），松原大祐「2019 年定時株主総会に向けた検討課題」（1-67
頁）同参照。
―170―
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が求められる。対話の実際においては，ESG情報など非財務情報の充実が重視され（CGC














































































































創ガイダンス）」（2017 年 5 月 29 日）1-27 頁。
（10）柳明昌「「公正な価格」の判断枠組みとマーケット・チェックの意義・射程－オークション理論を手掛かり
として」『株式制度の再検討―会社法における基礎的な理論の観点から―』商事法務 2207 号（2019 年 8 月）
32-44 頁参照（日本私法学会全国大会（立教大学 2019 年 10 月 5 日）シンポジウム発表）。
（11）坂本里和経済産業省産業組織課長「『グループ・ガバナンス・システムに関する実務指針』（グループ・ガイ
ドライン）～グローバル企業の企業価値向上に向けたグループガバナンスの在り方について～」日本コーポ








































（14）東京高判平成 25 年 4 月 17 日判時 2190 号 96 頁。
（15）飯田秀総「企業買収における対象会社の取締役の義務―買収対価の適切性について―」財務省財務総合政策
研究所「フィナンシャル・レビュー」通巻第 121 号（2015 年 3 月）135-158 頁。
―174―


































センサ （ー2018 年 5 月）11-17 頁参照。2011 年ポーター教授・グラマー教授がCreatingSharedValue（CSV）
の論文を発表し，本業強化に繋がる戦略的CSRを CSVとして再提起を行っている。足達英一郎・村上芽・
橋爪麻紀子『ESG読本』（日経BP社 2016 年）42-44 頁。






























『証券経済学会年報』第 50 号別冊（2016 年 1 月 31 日投稿）2-8-1～2-8-21 頁参照。
（19）GuercioD.DandJ.Hawkins（1999）“Themotivationand impactofpension fundactivism”, Journalof
FinancialEconomics（1999）.pp.293-340.













































































































































































バル・ガバナンスの実務と最新諸論点―日本企業の国際競争力強化に向けて―』講演（2019 年 2 月 27 日）
1-50 頁。
―180―























　日本投資顧問業協会が 2019 年 12 月 18 日公表した会員調査において，運用に際して
ESGを考慮する企業は 75.5％，日本株投資残高は約 73 兆円に上っている（SSC受入れ表
明の 239 社対象（36））。ESG投資の理由として顧客要請のほか，中長期的企業価値の維持向
上に不可欠等が挙げられる。




（34）環境省「ESG金融懇談会提言概要」（2018 年 7 月 27 日）1-4 頁。直接金融市場におけるESG投資加速化，
間接金融によるESG融資促進を盛り込む。
（35）あずさ監査法人土屋大輔「ESGリスクへの対応と企業価値向上～資本コストの低減に向けたESG対話と
は～」日本証券アナリスト協会講演（2018 年 10 月 23 日）1-57 頁参照。
（36）日本投資顧問業協会「日本版スチュワードシップ・コードへの対応等に関するアンケート（第 6回）の結果
について（2019 年 10 月実施分）」1-90 頁。
（37）金融庁「「責任ある機関投資家」の諸原則《日本版スチュワードシップ・コード》～投資と対話を通じて企


































 （2020.1.19 受稿，2020.3.6 受理）
（38） 2019 年 12 月米国MSCI は，ESGへの取組みが進んでいるとされた三菱電機のESGレーティングをAから
BBBに格下げした。2019 年 12 月 16 日日本経済新聞社。
―182―




クマネジメントの視点を含めて考察を進めた。2018 年の世界のESG投資は約 3330 兆円
と 2年間で 34％増加，日本は 4.6 倍と突出し（GSIA調査），中長期的企業価値向上，持
続的成長を図るアベノミクスにおいて大きなウェイトを発揮し，安倍首相も 2019 年 9 月
24 日国連で ESG投資を後押しする考えを表明した。投資先企業側もESG経営推進を通
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2．事業等のリスクの開示をめぐる動向
　事業等のリスクの開示については，2019 年 1 月 31 日に施行された企業内容等の開示に
関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令（平成 31 年内閣府令第 3 号）により，開示
内容の拡充が図られることとなった（3）。
























わかりやすく記載するように求めている。事業等のリスクに関する規定は，2020 年 3 月
31 日に終了する事業年度に係る有価証券報告書から適用されることとされているが，
2019 年 3 月 31 日から早期適用することも妨げないとされている（5）。
　また，開示府令の改正に合わせ，報告書で求められていたプリンシパルベースのガイダ






































のリスクの記載内容を分析することにしたい。分析の対象となるのは，2018 年 4 月 1 日









箇所を抽出している。このうち，2019 年 11 月 30 日までに訂正有価証券報告書が提出さ
れたものについては訂正有価証券報告書の XBRL インスタンスを使用している（9）。また，
事業等のリスクについては，2019 年 3 月 31 日の有価証券報告書から改正開示府令の早期
適用が認められているが，今回はこれを考慮していない。
　LDA に必要なデータは，単語と出現頻度をベクトルとして表現した bag-of-words であ





［2014］は，RiskFactor を読むと，1 つのセンテンスに 1 つのトピックが記述されてい
ると指摘している。そこで BaoandDatta［2014］は，トピックモデルを用いる場合に，
RiskFactor 全体を 1 つの文書として，そこに含まれるトピックを推定するのではなく，
















































































されたリスクを 17 に分類したのをはじめ，中野［2010］は 7 つの分類を設けて，具体例











確率が高いトピックをそのパラグラフのトピックに決定する。たとえば図表 2 のように 3
つの分割されたパラグラフは，図表 4 のようにトピックとその出現確率が計算される。例
えば 1 つ目のパラグラフは，トピック 4 の確率が 0.033，トピック 5 が 0.373，トピック 9
が0.093，トピック 12 が 0.034，トピック 16 が 0.040，トピック 18 が 0.103，トピック 23
が 0.196，トピック 24 が 0.036，トピック 25 が 0.065 であることを示している。このうち
もっとも確率が高いのはトピック 5 なので，このパラグラフのトピックは 5 に決定される。
したがって，この事業等のリスクのトピックは，トピック 5，トピック 28，トピック 18
であると推定される。
　以上のようにして，24974 のパラグラフのトピックを決定し，各トピックの数を集計し
たものが図表 5 である。また，図表 6 はトピック 14 に分類されたパラグラフの中から 3
（11） 前回と同様，日本語の分かち書きをMeCab（http://taku910.github.io/mecab/）によって行い，MeCabが使
う辞書として，mecab-ipadic-NEologd（https://github.com/neologd/mecab-ipadic-neologd/）を使用している。




（13） 今回は，Python と，Python のトピックモデルのライブラリである genism（https://radimrehurek.com/




千葉商大論叢　第 57 巻　第 3号（2020 年 3 月）






































た 4 業種を除く 29 業種が対象となっているが，7 業種は会社数が少ないため，ここでは
除外する。







29 の記載割合が多くなっている。また，銀行業と情報・通信業ではトピック 18 が，小売
業と建設業ではトピック 14 がそれぞれ多くなっている。一方で，クラスタリングでは把
握できなかった，トピック 5 の記載割合が高い医薬品と電気機器，トピック 8 の記載割合
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2018 年 7 月，pp.4-5。
金明哲，『テキストアナリティクス』，共立出版，2018 年 8 月。
金融庁企画市場局企業開示課，『EDINETAPI 仕様書version1.0』，2019 年 3 月。
金融庁金融審議会，「金融審議会ディスクロージャーワーキング・グループ報告―資本市
場における好循環の実現に向けて―」，2018 年 6 月 28 日，https://www.fsa.go.jp/singi/
singi_kinyu/tosin/20180628/01.pdf
金融庁，『記述情報の開示に関する原則』，2019 年 3 月 19 日，
https://www.fsa.go.jp/news/30/singi/20190319/01.pdf
金融庁，『記述情報の開示に関する好事例集』，2019 年 3 月 19 日，
https://www.fsa.go.jp/news/30/singi/20190319/02.pdf
黒沼悦郎，「ディスクロージャーワーキング・グループ報告について:有価証券報告書の
情報拡充を中心に」，『資料版商事法務』，第 413 号，2018 年 8 月，pp.6-11。
小林一男，「有価証券報告書における「事業等のリスク」等の開示実態調査（調査報告）
について」，『JICPA ジャーナル』，第 594 号，2005 年 1 月，pp.26-30。
財務会計基準機構編，『有価証券報告書における『事業等のリスク』等の開示実態調査』，
財務会計基準機構，2005 年 2 月。
佐藤一誠，『トピックモデルによる統計的潜在意味解析』，コロナ社，2015 年 8 月。
首藤昭信，「会計学研究の展開と非財務情報の重要性」，『週刊経営財務』，第 3392 号，
2019 年 1 月，pp.10-19。
高村大也，『言語処理のための機械学習入門』，コロナ社，2010 年 8 月。
土屋和之，「事業等のリスクの分析―記載内容の類似度にもとづくアプローチ―」，『千葉
商大論叢』，第 55 巻第 2 号，2018 年 3 月，pp.113-133。
中野貴之，「財務諸表外情報の開示実態」，山﨑秀彦編『財務諸表外情報の開示と保証―ナ
ラティブ・リポーティングの保証―』，2010 年 10 月，pp.133-150。
野田健太郎，『有価証券報告書における定性情報の分析と活用―リスク多様化にともなう
望ましい対話のあり方―』，経済経営研究，第 37 巻第 1 号，日本政策投資銀行設備投資
研究所，2016 年 5 月。
張替一彰，「有価証券報告書事業リスク情報を活用したリスク IR の定量評価」，『証券ア
ナリストジャーナル』，第 46 巻第 4 号，2008 年 4 月，pp.32-44。
藤岡由佳子，前田和哉，國分優子，「「記述情報の開示に関する原則」および「記述情報の
開示の好事例集」について」，『企業会計』，第 71 巻第 7 号，2019 年 7 月，pp.81-95。
八木原栄二，岡村健史，堀内隼，片岡素香，「企業内容等の開示に関する内閣府令の改正」，
『企業会計』，第 71 巻第 5 号，2019 年 5 月，pp.89-100。
 （2020.1.19 受稿，2020.2.26 受理）
―196―




























































Facebook は，情報や写真，メッセージを投稿する者とそれを見る者が出会う SNS を構築
しているので②である。Apple はネット上で音楽や映像コンテンツを流通させる









（1） レイエ = レイエ（2019）p.45．
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やアマゾン・プライムが組み込まれることでプラットフォームが強化されている。その他
にキンドルやアレクサなどもプラットフォームの強化に寄与している。このようなビジネ




























　OECD は 2013 年に BEPS プロジェクトを立ち上げて以来，プラットフォーム企業によ
る租税回避の問題に取り組んできたが，この段階で防止すべきは法的租税回避であった。









　Amazon もまた違う形で法的租税回避を企てている。日本の税務当局が Amazon に課
税する場合にも「PE なければ課税なし」を原則とするが，Amazon の日本にある倉庫が





ショネア契約を Amazon との間で締結しているため，アマゾンジャパンは PE（代理人
PE）と認められず，その結果 Amazon は日本の課税を逃れている（法的租税回避）。確
かに，この場合，アマゾンジャパンは日本法人として課税されるはずであるが，森信（2019）












































② 代理人 PE の定義
　また，先述のように Amazon はコミッショネア契約を通じて PE の認定を人為的に回
避していると考えられている。BEPS 最終報告書の行動計画 7 には「PE 認定の人為的な
回避に対処するため OECD モデル租税条約の PE の定義について修正を検討」と明記さ
れ（17），OECD としてもこの問題に国際的に対処する必要があることを世界に向けて発信
している。
















































税率の基本税率（2018 年時点では 19％）よりも高い 25％である。その課税対象となるのは，
次の 2 つの場合である。Ⅰ）外国法人が人為的にイギリスにおける PE 認定を回避してい
るとみなされる，Ⅱ）イギリス国内に課税拠点（イギリス国内の子会社又は PE）を有す
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る外国法人が，経済的実質のないビジネス又は事業体を用いて，グループ全体の租税負担
を不当に軽減している。




　そしてイタリアであるが，2019 年 1 月にデジタルビジネス税（webtax）が導入され，
電磁的方法でサービスの提供が行われる場合に，課税対象となる取引の対価の額（付加価
値税を除く）に 3％の税率で課税されることになった。その課税対象となるのは，例えば












のユーザー活動から生じるデータの送信という 3 つの活動から生じた収益に対して 3％の
税率で課税するというものである（23）。なお，世界売上高が 7 億 5,000 万ユーロ超で，EU
域内の売上高が 5,000 万ユーロ超の企業を対象とする。その企業が巨大プラットフォーム
企業であるとは明記されてはいないが，世界売上高 7 億 5,000 万ユーロ超が課税条件であ
る点から，EU 提案は GAFA を課税対象の中心とするデジタルサービス税（以下「GAFA
税」（24））の導入案であると解釈できよう。
　フランスでは，2019 年 7 月には，オンラインにおけるターゲティング広告や広告目的
での利用者データの販売，仲介プラットフォーム事業，すなわち GAFA に対して課税が
可能になるデジタルサービス税が上院下院で可決された。世界売上高が 7 億 5,000 万ユー















ド超の企業のイギリス関連収入に 2％の税率で課税する。2019 年 12 月の為替レートが，1












































































































（35） OECD（2019b）para.52 及び 53．
（36） OECD（2019a）p.2.
（37） OECD（2019c）para.52．
（38） OECD（2019c）para.53-55 及び 58-60．
―208―

































（41） 日本経済新聞 2019 年 10 月 11 日（朝刊）p.5 を参照。















すべく，OECD を先導役に世界の国々が動いている。なお，日本においては Amazon の
倉庫が PE に該当するかが議論の的であったが，2018 年税制改正により PE の定義が見直







































［10］OECD（2019a）,Addressing the Tax Challenges of the Digitalisation of the Economy-
Policy Note.
［11］OECD（2019b）,Addressing the Tax Challenges of the Digitalisation of the Economy.
［12］OECD（2019c）, Secretariat Proposal for a “Unified Approach” under Pillar One.
〔参考資料〕
［1］大野雅人「欧州におけるデジタル課税の潮流―従来の国際課税原則の見直しの議論―」
（2019 年 3 月 23 日講義録）
［2］日本経済新聞，2019 年 10 月 11 日付（朝刊）．
［3］国税庁 HP「BEPS プロジェクトBEPS 最終報告書―行動計画 7」（閲覧日：2020 年 1
月 10 日）https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kokusai/beps/index.htm
［4］国税庁 HP「恒久的施設（PE）（平成 28 年分以前）（閲覧日：2020 年 1 月 10 日）」
　https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/gensen/2881.htm
［5］国税庁 HP「恒久的施設（PE）（平成 29 年から平成 30 年分）」（閲覧日：2020 年 1 月
10 日）https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/gensen/2882.htm
［6］国税庁 HP「恒久的施設（PE）（令和元年以降）」（閲覧日：2020 年 1 月 10 日）
　https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/gensen/2883.htm
［7］財務省 HP「平成 30 年度税制改正の大綱」（閲覧日：2020 年 1 月 10 日）
　https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2018/30taikou_05.htm






















　総務省が 2016 年 2 月に公表した「平成 26 年経済ネンサス―基本調査（参考表 5）」に
よれば，我が国の全企業数は 3,820,338 社（従業員数 47,935,462 名）と示されており，そ
のうち大企業は 11,987 社（従業員数 14,579,309 名）であり，中小企業は 3,808,351 社（従
業員数 33,356,153 名）であり，中小企業のうち小規模企業者は 3,238,838 社（従業員数
11,086,291 名）と示されている。全企業数を 100％とした場合，大企業は 0.31％（従業員
数 30.41％），中小企業は 99.69％（従業員数 69.59％）となる。中小企業のうち小規模企業
者は 85.05％（従業員数 33.24％）と示すことができる。大企業と中小企業の区分は，中小
企業基本法による定義により区別されている（1）。
　また，中小企業庁が 2014 年 4 月に公表した「個人事業主を巡る状況と事業承継に係る
課題について」には，我が国の企業のうち個人による小規模企業者は 54.8％と示されてお
り，いわゆる個人事業により経営する企業の割合が多いことがわかる（2）。
　中小企業庁調査室が 2017 年 4 月に公表した「2017 年版小規模企業白書　概要」によれ
ば企業規模を拡大せず持続的成長を行う企業の 8 割が小規模企業者と示されている（3）。我
が国は，創業 100 年以上の企業数が世界で最も多い国であり，帝国データバンクが 2019
年 1 月に公表した「『老舗企業』の実態調査」によれば，創業 100 年を超える企業数は










2 条 1 項 2 号 1 億円以下 100 人以下 会社及び個人
卸売業に属する事業を主たる事業として営
むもの。
2 条 1 項 3 号 5,000 万円 100 人以下 会社及び個人
サービス業に属する事業を主たる事業とし
て営むもの。
2 条 1 項 4 号 5,000 万円  50 人以下 会社及び個人
小売業に属する事業を主たる事業として営
むもの。
 また，同法 5 項には，「『小規模企業者』とは，おおむね常時使用する従業員の数が 20 人（商業又はサービ
ス業に属する事業を主たる事業として営む者については，5 人）以下の事業者をいう」と示されている。
（2） 中小企業庁「個人事業主を巡る状況と事業承継に係る課題について」2014 年 4 月，3 頁。
（3） 中小企業庁調査室「2017 年版小規模企業白書　概要」2017 年 4 月，17 頁。
〔研究ノート〕
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33,259 社と示されている。世界最古の企業といわれる株式会社金剛組（建設業）は創業
578 年であり，資本金 3 億円の非上場会社である。また，株式会社ういろう（製造・販売業）
は創業 1368 年であり外郎家が代々，薬や菓子を作り分家も暖簾分けもしないで経営を営
んでいる。我が国では，いわゆる老舗企業が最も多く採用している形態が非上場会社で創
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れてきたため，中小企業向けに経済安定本部企業会計制度対策調査会が「中小企業簿記要























会計士協会・日本商工会議所・企業会計基準委員会が 2019 年 2 月 27 日に公表した「中小
企業の会計に関する指針（平成 31 年版）」（以下，「中小指針」とする）と中小企業庁と金







（6） 経済安定本部企業会計制度対策調査会編集『中小企業簿記要領』大蔵財務協会，1949 年，1-2 頁及び河崎照
行『最新　中小企業会計論』中央経済社，2016 年，32 頁を参照。
（7） 河﨑照行『最新　中小企業会計論』中央経済社，2016 年，27-28 頁。
（8） 国税庁 HP：https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/shotoku/2070.htm（アクセス：2020 年 1 月
9 日）。
（9） 経済安定本部企業会計制度対策調査会編集『中小企業簿記要領』大蔵財務協会，1949 年，6-7 頁。





背景がある（11）。「中小指針」を適用した企業は，中小企業庁が 2012 年 8 月 23 日に公表し















区　　　　分 会社数 割　合 連　　　　結 単　　　　体








約 10,000 社 0.40％
③上記以外の株式会社 約 260 万会社 99.4％
中小指針
基本要領









（11） 山下壽文『要説　中小企業会計基本要領―中小企業版 IFRS との比較・会計処理のポイント―』同友館，
2012 年，1 頁。
（12） 中小企業庁「平成 22 年度中小企業の会計に関する実態調査事業集計・分析結果」2012 年 8 月 23 日，42 頁。
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成 31 年版）」2019 年 2 月 27 日，2 頁。
























（13） 中小企業庁・金融庁（中小企業の会計に関する検討会）「中小企業の会計に関する基本要領」2012 年 2 月 1 日，
1 頁。
（14） 同上書，1 頁。







































ンプラン」2015 年 6 月，2 頁。（中小企業 862 社回答・回答率 17.2％）
（18） 中小企業の会計に関する検討会ワーキンググループ「中小会計要領の集中普及期間の成果と今後のアクショ
ンプラン」2015 年 6 月，4 頁。（税理士・税理士法人 50 社及び 127 社の中小企業にヒアリング調査を行った。）
―218―


































（19） 本田耕一訳『パチョリ簿記論』現代書館，1975 年，128-129 頁。
（20） 渡邉泉『会計学の誕生　複式簿記が変えた世界』岩波書店，2017 年，28-29 頁。・田中靖浩『会計の世界史　
イタリア，イギリス，アメリカ 500 年の物語』日本経済新聞出版社，2018 年，70 頁。
（21） 後藤俊夫編集・島田美奈『ファミリービジネス　知られざる実力と可能性』白桃書房，2012 年。後藤俊夫監
修『ファミリービジネス白書　2015 年版』同友館，2015 年。を参照されたし。





































（25） Leffson,Ulrich.Die Grundsätze ordnungsmäßiger Buchführung, 1.Aufl.,Düsseldorf.1964.,S.49.（髙木靖史
「会計原則（GoB）の演繹的決定方法の展開（1）―U.レフソンの方法論の考察―」『福岡大学商学論叢』第
37 巻第 2 号，福岡大学総合研究所，1992 年 9 月，21 頁。）
（26） Leffson,Ulrich.Die Grundsätze ordnungsmäßiger Buchführung, 7.Aufl.,Düsseldorf.1987.,S.55.（髙木靖史
「会計原則（GoB）の演繹的決定方法の展開（1）―U.レフソンの方法論の考察―」『福岡大学商学論叢』第
37 巻第 2 号，福岡大学総合研究所，1992 年 9 月，21 頁。）
―220―



































（27） 渡邉泉『帳簿が語る歴史の真実』同文舘，2016 年，3 頁。












































































（30） 店舗名：CB 店　千葉県船橋市の駅前に店舗を設置し，2017 年 12 月に創業している。業種は飲食業で席は












 （2020.1.17 受稿，2020.2.26 受理）
―224―




















　2018 年 6 月から 8 月に義務教育終了段階の 15 歳を対象とした国際学習到達度調査
（PISA）（以下，「PISA」とする。）が実施され，わが国の「読解力」が低下したと報じ




















（1） 毎日新聞「日本の 15 歳，読解力が 15 位に急落　国際学習到達度調査」
　　 （https://mainichi.jp/articles/20191203/k00/00m/040/132000c（アクセス：2019 年 12 月 4 日））を参照された
い。
（2） 讀賣新聞「日本『読解力』急落 15 位」2019 月 12 月 4 日朝刊 1 頁。
（3） 文部科学省「読解力向上プログラム」



























kokusai/pisa/pdf/2018/03_result.pdf（アクセス：2019 年 12 月 5 日））を参考に著者作成。
―228―

































セス：2019 年 12 月 6 日））を参照されたい。
（5） 同上。（アクセス：2019 年 12 月 7 日）を参照されたい。
（6） 同上。（アクセス：2019 年 12 月 9 日）を参照されたい。
（7） 文部科学省　中央教育審議会「初等中等教育における教育課程の基準の在り方について（諮問）」




pdf（アクセス：2019 年 12 月 6 日））を参照されたい。
―229―
相原安澄：大学における発見学習及び問題解決学習を取り入れた簿記教育の事例研究
　同年 2016 年にはベネッセ教育総合研究所が，「第 3 回大学生の学習・生活実態調査報告
書」を公表し，大学 1 年生から 4 年生までの 4,948 名（男子 2,680 名，女子 2,268 名）を




























（9） ベネッセ教育総合研究所「第 3 回大学生の学習・生活実態調査報告書」
　　 （https://berd.benesse.jp/up_images/research/3_daigaku-gakushu-seikatsu_04.pdf（アクセス：2019 年 12 月
6 日））を参照されたい。
（10） 文部科学省「平成 29 年・30 年改訂学習指導要領解説」
　　 （www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2019/09/30/1421692_8.
pdf（アクセス：2019 年 12 月 6 日））を参照されたい。
（11） 同上。（アクセス：2019 年 12 月 12 日）を参照されたい。
（12） 文部科学省「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）用語解説」
　　 （http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2018/12/17/1411360_6_1.
pdf（アクセス：2019 年 11 月 25 日））を参照されたい。
―230―



































学びをつくりだす―BGU の魅力ある授業づくり―』文京学院大学人間学部 FD 委員会，2019 年 7 月，6 頁。
（14） 時事通信社出版局『教育用語の基礎知識』2019 年 9 月，10～11 頁。
（15） 同上，8 頁。
（16） 島本克彦「高等学校会計について―米国の取り組みから日本の高等学校会計を考える―」『産業經理』第 76
巻第 4 号，産業経理協会，2017 年，1 月，104 頁。





































（18） A.C. Littleton, The Purpose of Accounting Education Proceedings of International Conference on 
Accounting Education, 1962.10,pp12-20.
　　 （徐龍達訳「リトルトン教授『会計教育の目的』」『會計』第 87 巻，森山書店，1965 年 2 月，145 頁。）
―232―






















その中で，日商簿記検定 2 級講座での実践例を挙げる。日商簿記検定 2 級は年 3 回実施さ








　図表 2 では，日商簿記検定 2 級講座の商業簿記における指導計画案を示す。また，図表
（19） 濱田峰子「簿記教育における内発的学習意欲の育成を目指したカリキュラムについての考察」『星稜論苑』
第 46 号，金沢星稜大学学会短期大学部会，2017 年，12 月，29 頁。
（20） 脇山昇「会計教育の再検討（3）」『社会文化研究所紀要』第 48 号，九州国際大学社会文化研究所，2001 年，7
月，140 頁。
（21） 島本克彦『簿記教育上の諸問題』関西学院大学出版会，2015 年 3 月，29 頁。
（22） 関根慎吾「公民としての資質・能力の基礎と教養としての簿記教育―新中学校学習指導要領における簿記会


























































格率を比較した日商簿記検定の合格率を示す。第 146 回（2017 年 6 月実施）から 153 回
















論点別問題 第 4 問対策 発見学習・問題解決学習






















































全国合格率 47.5％ 21.2％ 29.6％ 15.6％ 14.7％ 12.7％ 25.4％ 27.1％
瑞穂会合格率 57.1％ 38.5％ 62.7％ 40.4％ 40.3％ 11.1％ 42.6％ 36.8％
出所：日本商工会議所（https://www.kentei.ne.jp/bookkeeping/candidate-data（アクセス：2020 年 1 月 10 日））を参考に著
者作成。
―236―






















































　まず，役員給与に関する規定の概要として法人税法 34 条 1 項，2項及び法人税法施行
令 70 条を検討する。
①法人税法 34条 1項
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　濱田氏によると法人税法 34 条 1 項は，「会社法における取締役報酬のお手盛り防止と同
様，法人税法でも，恣意的な支給による利益調整を防止することが制度の趣旨」（2）と説明
している。さらに，濱田氏によると法人税法 34 条 1 項の役員給与の損金算入の要件として，
支給額の事前確定性を求めていると指摘しており，役員給与の事案ではないが昭和 57 年






　このように，現在の法人税法 34 条 1 項 1 号から 3号については上記の事前確定性を備
えているものとして損金算入を認めていると考えられる。
②法人税法 34条 2項
　法人税法 34 条 2 項では，「内国法人がその役員に対して支給する給与……略……の額の
うち不相当に高額な部分の金額として政令で定める金額は，その内国法人の各事業年度の
所得の金額の計算上，損金の額に算入しない。」としており，法人税法 34 条 2 項では，同
条 1項で指摘した事前確定性に加えて，「不相当に高額」という規制も行っている。
　法人税法 34 条は，平成 18 年度税制改正で役員給与制度が変更された。その改正前の法
人税法 34 条 1 項では，「内国法人がその役員に対して支給する報酬の額……略……のうち
不相当に高額な部分の金額として政令で定める金額は，その内国法人の各事業年度の所得
な金額の計算上，損金の額に算入しない。」と規定しており現在の法人税法 34 条 2 項と同
様であると解する。
　この規定の趣旨として国税不服審判所平成 29 年 4 月 25 日では，「課税の公平性を確保
する観点から，職務執行の対価としての相当性を確保し，役員給与の金額決定の背後にあ
る恣意性の排除を図るという考え方によるものと解される。」としている。






うことにある」としており，旧法人税法 34 条 1 項の趣旨を述べている。さらに，「同改正
後の法人税法 34 条は，内国法人がその役員に対して支給する給与について，同条 1項に
（2） 濱田康宏『法人税の最新実務Q&Aシリーズ　役員給与』，中央経済社，令和元年 5月 30 日，p6-7
（3） 濱田康宏，前掲書（注 2），p7
―240―



















　法人税法施行令 70 条では，1号に役員給与，2号に役員退職金及び 3号で使用人兼役員
の損金不算入額について規定している。













（4） 形式基準とは，会社法 361 条 1 項に定めている要件のことであり，「取締役の報酬，賞与その他の職務執行
の対価として株式会社から受ける財産上の利益……略……についての次に掲げる事項は，定款に当該事項を
定めていないときは，株主総会の決議によって定める。」としており，同 1号に金額，同 2号に算定方法及




が超えた部分について規定している。このように，法人税法施行令 70 条 1 号では，役員
個人に対して不相当な役員給与について損金不算入としており，役員全体として，事前に
決定した金額を超えた役員給与を損金不算入としている。





して類似企業との比較をしている。さらに，東京地裁平成 29 年 10 月 13 日で同規定につ





















上金額を基準として 2分の 1以上 2倍以下の範囲に含まれる法人を抽出した基準には合理
性があるというべき」（10）としており倍半基準の合理性を述べている。
（6） 東京地裁平成 29 年 10 月 13 日
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　さらに，東京地裁平成 28 年 4 月 22 日では，「『事業規模が類似する』法人の役員に対す
る報酬ないし給与の支給の状況を，不相当に高額な部分の金額の判断の基準の一つとして
いるところ，売上金額は，法人の事業規模を示す最も重要な指標の一つであるということ
ができ，事業規模の類似性を判断するに当たり，対象法人の売上金額の 0.5 倍以上 2倍以
内の範囲から類似法人を抽出することは，合理的であるといえる。」（12）としており，倍半







　そして，東京地裁平成 29 年 10 月 13 日判決でも抽出基準の合理性について，「法人税法
















（11）国税不服審判所平成 17 年 12 月 19 日
（12）東京地裁平成 28 年 4 月 22 日
（13）東京高裁平成 29 年 2 月 23 日
（14）東京地裁平成 29 年 10 月 13 日

























客観的な事実を元に取締役である山田氏の年額 600,000 円（月額 50,000 円）より高額にな
ることはないとして比較対象の代表取締役及び専務取締役以外の最高額との差額を損金不
算入としている。しかしながら，他の非常勤取締役は，年額 240,000 円（月額 20,000 円）
であり，さらに使用人の最高額は月額 30,000 円である点を考えると損金不算入金額が少
額であるようにも感じられる。当該地裁の控訴審である東京高裁昭和 53 年 11 月 30 日及
び最高裁昭和 54 年 9 月 20 日でも結論の変更はなかった。
②実質的に常勤の取締役と同等の職務を認め損金算入を認めた事例
　国税不服審判所平成 14 年 6 月 13 日で原処分庁は，確定申告書において甲が非常勤であ
る旨主張するが，「役員が非常勤役員となるか常勤役員となるかの判断をするに当たって
（16）山口敬三郎「役員給与の適正額について（残波事件）（下）」，『税理』，61 巻 8 号，平成 30 年 7 月，p134-135
（17）山口敬三郎，前掲論文（注 16），p138
（18）山口敬三郎，前掲論文（注 16），p138
（19）東京地裁昭和 51 年 7 月 20 日
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　上記の裁判例及び裁決例を検討すると，東京地裁昭和 51 年 7 月 20 日では，類似企業の
役員ではなく企業内の役員を比較対象としており，また，不当に高額の考え方も企業内の
役員と比べ最も高額な役員を超える部分は損金不算入としており，納税者の予測可能性や











































（29）林仲宣「役員給与に関する判例・裁決例の動向」，『税務弘報』，66 巻 9 号，平成 30 年 9 月，p62
（30）林仲宣，前掲論文（注 29），p62
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①残波事件

































（31）東京地裁平成 28 年 4 月 22 日
（32）前掲地裁（注 31）
（33）前掲地裁（注 31）







裁平成 30 年 1 月 25 日でも上告を棄却している。
②業績と役員給与を比較して検討した裁決








益の額は，……略……いずれも減少しているものの，最高額である平成 25 年 7 月期の額
が最低額である平成 23 年 7 月期の額の 1.2 倍程度という範囲内の増減幅であるから，お
おむね一定であったといえる。」（37）と判断しており，また，「使用人に対する給与の支給の
状況及び本件役員給与の状況は，……略……本件各事業年度における請求人の使用人に対
する給与の平均支給額の状況は，……略……最高額である平成 24 年 7 月期の額が最低額
である平成 25 年 7 月期の額の 1.4 倍程度という範囲内の増減幅であるから，おおむね一
定であったといえる。」（38）としている。しかしながら，「本件役員給与の状況は，……
略……平成 22 年 7 月期と比較すると，本件各事業年度においては，平成 23 年 7 月期が約
2.3 倍，平成 24 年 7 月期が約 3.3 倍，平成 25 年 7 月期が約 3.9 倍，平成 26 年 7 月期が 4倍，
平成 27 年 7 月期が約 4.3 倍と，いずれも高い伸び率となっている。」（39）としており，収益
の増減状況及び使用人の給与の増減状況に比べ役員給与の伸び率が高い点を指摘している。
　そして類似企業との比較について，「本件役員給与の額は，平成 23 年 7 月期から平成





















る法人税法 34 条 2 項の趣旨に反することにもなりかねず，相当であるとはいえない。し
かも，平均功績倍率を少しでも超える功績倍率により算定された役員退職給与の額が直ち


































































（48）鈴木涼介「役員給与の適正額の設定」，『税理』，60 巻 15 号，平成 29 年 12 月，p56
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